
『経済財政運営と改革の基本方針2019』、
『成長戦略（2019年）』及び

『規制改革実施計画』に関連する施策

令和元年７月18日 第６７回社会保障審議会医療部会 参考資料２



月の上限を超える場合の面接指導と就業上の措置（いわゆるﾄﾞｸﾀｰｽﾄｯﾌﾟ）

Ｂ
：
地
域
医
療
確
保
暫
定

特
例
水
準(

医
療
機
関
を
特
定)

将来に向けて
縮減方向

2024年４月～

年960時間／
月100時間（例外あり）
※いずれも休日労働含む

年1,860時間／
月100時間（例外あり）
※いずれも休日労働含む

（原則）
１か月45時間
１年360時間

※この（原則）については医師も同様。

（例外）
・年720時間
・複数月平均80時間
（休日労働含む）
・月100時間未満
（休日労働含む）
年間６か月まで

Ａ：診療従事勤務
医に2024年度以降
適用される水準

※実際に定める３６協定
の上限時間数が一般則を
超えない場合を除く。

連続勤務
時間制限
28時間・
勤務間イ
ンターバ
ル９時間
の確保・
代償休息
のセット
（義務）

連続勤務時間
制限28時間・
勤務間イン
ターバル９時
間の確保・代
償休息のセッ
ト（義務）

※初期研修医に
ついては連続勤
務時間制限を強
化して徹底（代
償休息不要）

Ａ

将来
（暫定特例水準の解消
（＝2035年度末）後）

一般則

※実際に定める３
６協定の上限時間
数が一般則を超え
ない場合を除く。

連続勤務
時間制限
28時間・
勤務間イ
ンターバ
ル９時間
の確保・
代償休息
のセット
（義務）

連続勤務時間制限28時
間・勤務間インターバ
ル９時間の確保・代償
休息のセット（努力義
務）

連続勤務時間制
限28時間・勤務
間インターバル
９時間の確保・
代償休息のセッ
ト（努力義務）

【
追
加
的
健
康
確
保
措
置
】

【
時
間
外
労
働
の
上
限
】

年1,860時間／月100時間（例外あり）
※いずれも休日労働含む
⇒将来に向けて縮減方向

集
中
的
技
能
向
上
水
準

(

医
療
機
関
を
特
定)

Ｃ-１ Ｃ-２
Ｃ－１：初期・後期研修医が、研修

プログラムに沿って基礎的な技能や

能力を修得する際に適用

※本人がプログラムを選択

Ｃ－２：医籍登録後の臨床従事６年

目以降の者が、高度技能の育成が公

益上必要な分野について、特定の医

療機関で診療に従事する際に適用

※本人の発意により計画を作成し、

医療機関が審査組織に承認申請

Ｃ-１ Ｃ-２

年960時間／
月100時間（例外あり）
※いずれも休日労働含む

※あわせて月155時間を超える場合には労働時間短縮の具体的取組を講ずる。

医師の時間外労働規制について①
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36
協
定
で

締
結
で
き

る
時
間
数

の
上
限

①通常の時間外労働（休日労働を含まない） 月45時間以下・年360時間以下

②「臨時的な必要がある場合」
（休日労働を含む）

月100時間未満（ただし下表の面接指導等を行った場合には例外あり）

年960時間以下 年1,860時間以下

③36協定によっても超えられない時間外労働の上限時
間（休日労働を含む）

月100時間未満（例外につき同上）

年960時間以下 年1,860時間以下

（Ａ）水準 （Ｂ）水準 （Ｃ）水準

追
加
的
健
康
確
保

措
置

連続勤務時間制限28時間※１（宿日直許可なしの場合） 努力義務
義務

勤務間インターバル９時間

面接指導（睡眠・疲労の状況の確認を含む）・必
要に応じ就業上の措置（就業制限、配慮、禁止）

時間外労働が月100時間以上となる場合は義務
（月100時間以上となる前に実施※３）

（②が年720時間等を超え
る場合のみ）

適正な労務管理（労働時間管理等） 一般労働者と同様の義務（労働基準法、労働安全衛生法）

 追加的健康確保措置については医事法制・医療政策における義務付け、実施状況確認等を行う方向で検討（３６協

定にも記載）。面接指導については労働安全衛生法上の義務付けがある面接指導としても位置づける方向で検討。

医師労働時間短縮計画の作成によるＰＤＣＡの実施 現行どおり
（勤務環境改善の努力義務）

義務

※

２

※さらに、時間外労働月155時間超の場合には労働時間短縮の措置を講ずる。

※１ （Ｃ）－１水準が適用される初期研修医の連続勤務時間制限については、28時間ではなく１日ごとに確実に疲労回復させるため
15時間（その後の勤務間ｲﾝﾀｰﾊﾞﾙ９時間）又は24時間（同24時間）とする。
※２ 長時間の手術や急患の対応等のやむを得ない事情によって例外的に実施できなかった場合には、代償休息によることも可能
（（Ｃ）－１水準が適用される初期研修医を除く）。
※３ 時間外労働実績が月80時間超となった段階で睡眠及び疲労の状況についての確認を行い、（Ａ）水準適用対象者の場合は疲労の
蓄積が確認された者について、（Ｂ）・（Ｃ）水準適用対象者の場合は全ての者について、時間外労働が月100時間以上となる前に面接
指導を実施。

医師の時間外労働規制について②
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医療・保健分野における協力覚書
・ 厚生労働省が協力覚書に署名した
25か国は下記の通り（2019年６月時点）

○我が国医療の国際展開に向け、厚生労働省と新興国等の保健省との協力関係を構築。協力テーマとしては、
①日本の経験や知見を活かした相手国の医療・保健分野の政策形成支援（公的医療保険制度等）
②医療技術、医薬品や医療機器に関連する人材育成

を柱として、各国のニーズに合わせた協力覚書に署名（2019年６月時点で25か国）。

○協力の具体化に向け、国立国際医療研究センター（ＮＣＧＭ）において、
①我が国医療政策や社会保障制度等に見識を有する者や医療従事者等の諸外国への派遣、
②諸外国からの研修生を我が国の医療機関等への受け入れ、

を実施する事業を平成27年度より開始。

厚生労働省

病院
産業界

大学

専門家派遣
（指導・教授）

①専門家派遣
②研修生受入
※ともに渡航費等負担 研修受入

要望実現・国際貢献

研修や派遣
の要望

委託

調整

各種調整
費用負担

ＮＣＧＭ

✓主な研修内容
・公的医療保険制度
・病院管理ノウハウ
・医療機器操作技術
・医療情報システム

等

医療技術等国際展開推進事業
（令和元年度予算 440,468千円））

アジア

北中南米

欧州、中東

カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム、
インド、フィリピン、タイ、シンガポール、
マレーシア、モンゴル、ブルネイ、中国

バーレーン、トルクメニスタン、トルコ、
カタール、イラン、ロシア、サウジアラビア、
デンマーク、ベラルーシ、リトアニア

メキシコ、ブラジル、アメリカ

医療国際展開推進室における医療国際展開の取組

公募により
選定
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外国人患者受入に関する環境整備（厚生労働省の取組）

現
状

■ 外国人患者受入れのための環境整備が不可欠

※ 訪日外国人数： 年間 3,119万人 （2018年） 、 在留外国人数： 約273万人 （2018年12月）

■メディカル・エクセレンス・ジャパン（MEJ）や JETRO 等を…（中略）…「訪日外国人に対する適切な医療等の確保に向けた
総合対策」に則った医療提供を一体的に推進することで、我が国の医療の国際的対応能力を向上させる。

（成長戦略2019（2019年6月閣議決定））

厚
生
労
働
省
の
取
組

医療機関の整備 地域の受入体制強化

■ 各地域の拠点となる医療機関の整備
• 医療通訳者・医療ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの配置支援 等

■ 医療機関の院内体制整備支援
• 院内案内表示、問診票等の多言語化 等

■ 医療通訳のシステム構築
• 医療通訳育成カリキュラム・テキストの作成 等

■ 多言語の診療申込書等を厚労省ＨＰで公開
• 5か国語（英・中・韓・ｽﾍﾟｲﾝ・ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ）で作成

■ 都道府県単位でのモデル構築の支援
• 医療機関、観光業界等を含め横連携するために、都道府県

単位で、多分野の関係者による議論の場の設置、地域固有
の実情把握、情報発信等 を行う
※2018年度は5箇所で実施

（北海道、東京都、三重県、京都府、大阪府）

■ 電話通訳の団体契約の利用促進
• 団体契約を通じ電話医療通訳の利用促進を図る

■ 外国人患者受入に係る医療機関向けマニュアル

の作成

■希少言語も含めて対応可能な遠隔通訳サービス
• 希少言語にも対応可能な遠隔通訳サービスを提供

■医療コーディネーター等養成研修
• 医療コーディネーター等の養成研修等を実施

■翻訳ICT技術に対応したタブレット端末等の配置
• 翻訳ICT技術に対応したタブレット端末等を配置

※ 都道府県が選定した「外国人患者を受け入れる拠点的医療

機関」を中心に支援

従
来
の
取
組

新
た
な
取
組(

令
和
元
年
度)

■ 都道府県単位の医療・観光等連携ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ対応
• 都道府県に、地域の課題の協議等を行う業界分野横断的

な関係者による協議会を設置し、実態の
把握・分析や受入医療機関の整備方針
の協議、リスト作成と関係者への周知、
地域の課題の協議などを行う。

• 都道府県に、医療機関等から
寄せられる様々な相談にも
対応できるワンストップ窓口を設置する。

協議の場
消防（救急）

医療

観光

多文化共生

4



日
本
に
入
国

訪日外国人に対する適切な医療等の確保に向けた総合対策概要

○外国人観光客自身の適切な費用負担を前提に、予期せぬ病気やけがの際、不安を感じることなく医療等を受けられ、安全に帰国
できる仕組みを構築。

○可能な限り多くの外国人観光客の加入を目指した旅行保険への加入勧奨に取り組む。
〇観光の振興に主体的に取り組む地域ごとの多様な関係者の連携による環境整備を国として支援。

日
本
か
ら
出
国

宿
泊
業
・旅
行
業

選定

医療費及び
医療内容の

事前提示・前払い

医療費後払い

通常の
診療時

救急時

地方自治体
観光部局・医療部局が連携地域医師会等

外国人観光客受入に備えた

拠点医療機関・軽傷例対応医療機関

外
国
人
の
母
国
か
ら
出
国

ワンストップ窓口

医療機関等
からの相談を

一元的に受付。

アシスタンス
会社等の活用
２４時間３６５

日対応

＝国の対策・支援

・医療コーディネータの養成
・医療通訳者の養成・医療通訳とＩＣＴツールの

役割分担・整備
・翻訳ＩＣＴ技術に対応した

タブレット端末等の整備
・一般用医薬品に関する

多言語での情報提供
・医療機関等情報の多言語

での発信

・キャッシュレス決済比率
向上への環境整備

・医療費前払いによる支払
方法の提示

・外国人の診療にかかる
合理的な価格設定方法の提示

・外国人観光客に対する応召
義務の考え方の整理と
関係者への周知

・医療紛争の防止に向けた
取組

・医療機関及び都道府県向け
マニュアルの整備・周知

人材育成多言語対応

円滑な支払の支援

マニュアル整備

制度・ルールの明確化

旅行保険加入勧奨

航空機内、クルーズ船内で
の加入勧奨

・在外公館や海外
旅行エージェント等
を通じた加入促進

・外国語旅行ガイド
ブックへの加入勧
奨情報掲載の働き
かけ

過去に医療費の不払い等の
経歴のある外国人観光客に
対し厳格な審査を実施し、新
たな医療費の不払い発生を
防止

不払い実績者への
入国審査の厳格化

感染症対策
の強化

外国語旅行ガイ

ドブックにおける
医療に関する正
確な情報掲載に
向けた働きかけ

情報発信

薬局等

入国時（上陸審査場）・
入国後（観光案内所等
訪日外国人と接点になる
場所）における加入促進

地域における対策協議会

在日公館
（大使館・
領事館）

外国人の
国籍取得や
送還等の

対応

地方
入国管理局

在留資格の
対応

全国レベル
の連携
（ＷＧ）

一部の

相談対応等
は全国単位

で対応

アシスタンス
会社等の

活用

２４時間３６５
日対応

ト
ラ
ブ
ル
が
起
こ
っ
た
ら

国における府省横断的な情報共有と連携の
仕組みの構築

（実態の継続的把握と取組の改善（ＰＤＣＡ））

国における連携の仕組み・実態把握調査（医療機関・観光業界）
・ワンストップ窓口・対策協議会設置に向けたモデル事業
・救急搬送と搬送先医療機関の連携

対策協議会設置

ス
マ
ホ
等
で

保
険
に
加
入
可
能

平成30年6月14日 第2回訪日外国人に対する適切な医療等の確保に関するワーキンググループ
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救護班の搬入 重篤患者の搬出

被災地内の
医療体制では、
多数の傷病者に
対応できず！

迅速な救護活動の開始
被災地域外での根治的治療が必要な

患者の迅速な搬出

救命率の向上が期待

震災発生

救命率の向上が期待

ＤＭＡＴの搬入

災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ：Disaster Medical Assistance Team）とは

・災害急性期（発災後４８時間以内)に活動できる機動性を持ったトレーニングを受けた医療チーム
・平成１７年３月から厚生労働省の災害派遣医療チーム研修事業により整備を開始。
・平成３１年４月１日現在１，６８６チーム（14,204名）を養成。
・１チームの構成は医師1人、看護師2人、業務調整員1人の4人を基本。

被災地

被災地域内
搬送拠点（ＳＣＵ）

被災地域外
搬送拠点（ＳＣＵ）

被災地域内
搬送拠点（ＳＣＵ）

6

【 DMAT体制整備事業 令和元年度予算 363,784千円（259,308千円） 】



ＤＭＡＴの活動事例

主な活動内容
•病院支援 - 被災地域内の病院の診療支援と情報の発信

- 本部設置、トリアージ、治療、後方搬送を実施
•地域医療搬送 - ドクターヘリや救急車により、被災地域内医療機関から被災地域外の近隣の医療機関等へ患者を搬送
•広域医療搬送 - 自衛隊機等による被災地外への患者搬送。
•入院患者の救出と搬送 - 入院患者救出活動に参加、トリアージや応急処置の実施

平成28年熊本地震（平成２８年４月）
・ 活動チーム数：４６６チーム（内、ロジスティック活動 ４９チーム）
・ 派遣都道府県：４７都道府県
・ 主な活動内容：病院支援、地域医療搬送、入院患者の搬送、全国から派遣された

ＤＭＡＴの活動場所の調整や被災地の医療ニーズ 等の情報収集 等
• ロジスティックチーム活動： ８４名、本部活動等

東日本大震災
• 活動チーム数：約３８０チーム 隊員数：約１，８００人
• 派遣都道府県：４７都道府県
• 主な活動内容：病院支援、地域医療搬送、広域医療搬送、入院患者の救出と搬送等

（被災地へ向かう医療チーム）

（医療チームの被災地での活動）

平成30年7月豪雨
• 活動チーム数：１１９チーム

• 主な活動内容：本部活動、医療機関被害状況に関する情報収集、病院支援、搬送支
援、避難所での情報収集・救護活動等

• ロジスティックチーム活動： ４８名、本部活動等

北海道胆振東部地震（平成30年9月）
• 活動チーム数：６７チーム

• 主な活動内容：本部活動、医療機関被害状況に関する情報収集、病院支援、搬送支
援等

• ロジスティックチーム活動： ５９名
本部活動（DMAT本部、東胆振東部3町医療救護保健調整本部等）等
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ＤＭＡＴ事務局の業務

・厚生労働省は、①平時におけるＤＭＡＴの養成、ＤＭＡＴの質の維持・向上、②災害時の対応
を円滑に行うため、ＤＭＡＴ事務局（全国に２か所）を設置。

① 日本ＤＭＡＴ検討委員会の運営に係る事務
（ＤＭＡＴの養成カリキュラム、活動要領等の見直しに係る事務）

② ＤＭＡＴ研修の実施、各地の訓練の管理

③ ＤＭＡＴ隊員の登録、登録者の更新
④ 政府総合防災訓練の企画・運営
⑤ ＤＭＡＴ活動におけるロジスティクスのための関係業界との協定締結
⑥ ＤＭＡＴ活動の向上のための研究

○災害時の業務

① ＤＭＡＴ派遣に関する調整
② ＤＭＡＴ活動にかかる方針の策定
③ 各ＤＭＡＴへの情報提供
④ 搬送手段（自衛隊等）の確保に関する調整及び情報提供
⑤ 被災地域外の患者受入医療機関の確保
⑥ 物資の調達と輸送手段の確保
⑦ 事務局員等の各本部への派遣
⑧ ＤＭＡＴロジスティックチーム隊員の派遣に関する調整
⑨ 活動終了、２次隊、３次隊等派遣の必要性の判断

※ NHO災害医療センター(東京都立川市) ・・・平成２２年度に設置。 NHO大阪医療センター(大阪市)・・・平成２５年度に設置。

○平時の業務

※ 災害医療センターが中心（大阪医療センターはサポート）となり、業務を行うことになるが、首都直下地震等に
より、災害医療センターでの業務遂行が困難な場合は、大阪医療センターが中心となり、業務を行う。
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災害医療センター 外部支援 学生 熊本派遣

(東・西合計)

前震～本震 本震～DMAT縮小 DMAT縮小～DMAT調整本部活動終了
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熊本地震時のDMAT事務局体制の経時推移

ＤＭＡＴの派遣調整を担った東日本ＤＭＡＴ事務局（災害
医療センター）における地震直後の急激な業務量の増加
は、外部からの応援によりカバーした。（応援する者があ
らかじめ任命されていて集まってきたわけではない。）

東日本DMAT事務局の
人数（23名） （熊本に派遣された人員含む）



（参考） ＤＭＡＴ事務局体制の現状と課題

【現状・課題】
○災害発生時のＤＭＡＴ事務局の体制（非常勤職員での対応など）が脆弱。

○迅速かつ効率的な対応が求められる大規模災害に備え、バックアップ要員による応援が得られる体制が望ましい。

現在の体制 （平成29年11月1日現在） 東西計 33名（うち医師6名。専任常勤３名）

事務局長（医師）

※ 臨床研究部長が併任

事務局次長（医師）

事務局次長（事務） 災害医療管理係長 事務（非常勤） 16名

※ うちロジスティクス担当２名※ 専任（常勤）

※ 臨床研究部 政策医療企画研究室長が併任

※ 病院管理課 庶務班長が併任

医師（非常勤）２名、看護師（非常勤）１名

・併任・非常勤が多く、特に大規模災害時に広域搬送調整等で必要なロジスティクスの専門知識を持つ者が非常勤職員しかいない。

院 長

事
務
部

看
護
部

臨
床
研
究
部

統
括
診
療
部

災
害
医
療
部

（東
日
本
Ｄ
Ｍ
Ａ
Ｔ
事
務
局
）

（東日本ＤＭＡＴ事務局）

（災害医療センター）

・現在、DMAT事務局は、厚生労働省の指示の下、
業務を行っているが、他の組織からの迅速な応
援体制の構築がしづらい。

・災害時に災害医療センター外のどこから応援が
受けられるか、あらかじめ決まっていない。

※ 休日夜間はオンコールで、災害が発生したら参集
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・院内宿舎在住職員２名
・徒歩圏内在住職員２名

厚生労働省ＮＨＯ本部

ＤＭＡＴの養成、管理及び支援、被災都道府県や災害拠点病院等
との連絡調整等を行うＤＭＡＴ事務局の運営を委託

副事務局長（医師）

（西日本ＤＭＡＴ事務局）

※ 救命救急センター部長が併任

事務局次長（医師）

※ 救命救急センター医長が併任

災害医療管理係長

※ 専任（常勤）

事務（非常勤） ５名

※ うちロジスティクス担当１名

（大阪医療センター） 院 長

事
務
部

看
護
部

災
害
医
療
対
策
室

（西
日
本
Ｄ
Ｍ
Ａ
Ｔ
事
務
局

）

臨
床
研
究
セ
ン
タ
ー

統
括
診
療
部

事務局次長（事務）

※ 病院管理課 庶務班長が併任

看護師

※ 専任（常勤）

・・・ ・・・

※第１回 救急・災害医療提供体制等の在り方に関する検討会より抜粋



ＤＭＡＴ事務局の体制強化の方向性

【対策の方向性】 大規模災害時に備え、以下の対策を講じてはどうか。
○ＤＭＡＴ事務局の人員増強を行う。（併任を減らし、常勤のロジスティクス専門員等を配置）
○ＤＭＡＴ事務局を、大規模災害時に他の病院等からロジスティクスを含めた災害医療の専

門知識をもつ者の応援が得られる体制を整備する。

【今後検討を進める対策の具体策】
○ＤＭＡＴ事務局に、専任の事務局長・次長を置くとともに、ロジスティクスについて一定程度の知識が

あり、指導できるロジスティクス専門の常勤職員を配置する。（平時は下記研修を企画・実施する。）
○ＤＭＡＴ事務局が病院内の組織となっている現状を改め、大規模災害時に、他の病院等からＤＭＡＴ

の派遣調整等ができる職員がＤＭＡＴ事務局に参集できる仕組みを構築する。
○あらかじめＤＭＡＴ事務局を支援する団体（専門家）を決めておき、災害時にＤＭＡＴ事務局における

リーダー人材（ＤＭＡＴ事務局参与に任命）を外部から得られる仕組みを構築する。
○支援団体や参与については厚生労働省防災業務計画等に明記し、制度として明確に位置づける。
○支援団体（参与）になる者などを対象としたＤＭＡＴ事務局業務のための研修事業を創設し、ＤＭＡＴ

事務局の業務ができる人材の養成を行う。
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※ 厚生労働省防災業務計画・・・災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第36条第1項並びに大規模地震対策特別措置法（昭和
53年法律第73号）第6条第1項、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法
(平成14年法律第92号)第5条第1項及び日本海溝･千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策
の推進に関する特別措置法（平成16年法律第27号）第6条第1項の規定に基づき、厚生労働省の
所掌事務について、防災に関し講ずるべき措置及び地域防災計画の作成の基準となるべき事項
等を定め、もって防災行政事務の総合的かつ計画的な遂行に資することを目的とする。

※第2回 救急・災害医療提供体制等の在り方に関する検討会より抜粋



異状死死因究明支援事業

○ 異状死に係る死因究明のための取組みを行っている都道府県に対し、行政解剖や死亡時画
像診断に係る経費について財政支援を行う。（ただし、「警察等が取扱う死体の死因又は
身元の調査等に関する法律」第六条の規定に基づき実施する解剖等を除く。）

目 的

① 法医学教室との連携等による独自の行政解剖実施

② ＣＴやＭＲＩを活用した死亡時画像診断（小児死亡事例に対する死亡時画像診断を含む）

③ 地方公共団体が設置する協議会に関係機関・団体等の参加

を行っている都道府県に対し、行政解剖や死亡時画像診断等に要する経費の財政的支援を行い、
死因究明の体制づくりを推進。

事業内容

令和元年度予算
107,506千円 （107,524千円）

12



【死亡時画像読影技術等向上研修】

○ 異状死等の死因究明の推進を図るため、ＣＴ等を使用した死亡時画像の撮影、読影には特殊な技術
や知識が必要となることから、放射線科医等の医師の読影技術や診療放射線技師の撮影技術等の向
上を目的として研修を実施する。

（開催回数） 年３回（医師１回、診療放射線技師２回） （受講期間）２日間
（受講者定数） 約150人 ※平成28年度受講者数182人（医師98名、診療放射線技師84名）

死亡時画像読影技術等向上研修（日本医師会へ委託）
令和元年度予算 １１，２３４千円 （平成３０年度予算額１１，２３４千円）

死亡

分析体制

心肺
停止

＜日本医師会に画像を分析し評価する組織を設置（分析委員会）＞
関係学会等の協力により、専門とする委員によって構成

○ 医療機関から提供を受けた画像データや臨床データを踏まえて、
死亡時画像診断の有効性について分析・評価を実施

○ 専門家による評価によって、死亡時画像診断が有効な事例や条
件などをとりまとめ、日本医師会が実施する研修の内容に反映

協力施設
（死亡時画像を撮影できる施設）

大学等

画像データ等を
分析委員会へ提供

モデル事業では、
・死亡時画像を撮影できる医
療機関、施設等
・死因究明支援事業を実施し
ている大学等
を協力施設とする。

院外死亡事例

死亡

（参考）小児死亡事例に対する死亡時画像診断モデル事業のイメージ

【死亡時画像診断の有用性等の検証事業】

○ 異状死死因究明支援事業で実施する小児死亡例に対する死亡時画像診断の情報をモデル的に収
集・分析し、検証結果を踏まえ、検案する医師の参考となるマニュアルを作成する。
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 「歯科口腔保健の推進に関する法律」（平成23年公布・施行）に基づき、口腔の健康の保持・増進が、健康で質の高い生活を営む上で基礎的かつ重要
な役割を果たしていることから、ライフステージごとの特性を踏まえつつ、生涯を通じた切れ目のない歯科口腔保健施策を展開する。また、歯科口腔保健施策
の展開にあたり、関連施策について関係部局との横断的な連携を図りながら遂行していくため、「歯科口腔保健推進室」が設置されている。（平成30年７
月に省令室に昇格）

 「歯科保健医療ビジョン」において提言された①地域包括ケアシステムにおける歯科医療機関等の役割、②あるべき歯科医師像とかかりつけ歯科医の機能・
役割、③具体的な医科歯科連携方策と歯科疾患予防策、を踏まえた歯科医療提供体制が適切に確保されることが求められている。

 「経済財政運営と改革の基本方針2019」では 、「口腔の健康は全身の健康にもつながることからエビデンスの信頼性を向上させつつ、国民への適切な情報
提供、生涯を通じた歯科健診、フレイル対策にもつながる歯科医師、歯科衛生士による口腔健康管理など歯科口腔保健の充実、入院患者等への口腔機
能管理などの医科歯科連携に加え、介護、障害福祉関係機関との連携を含む歯科保健医療提供体制の構築に取り組む。」旨が記載されている。

 「成長戦略（2019年）成長戦略フォローアップ」において、「全身の健康にもつながる歯周病などの歯科疾患対策を強化するため、現在10歳刻みで行わ
れている歯科健診の機会を拡大し、歯科の保健指導を充実することについて、検証の結果を踏まえ、2020年度までに検討に着手し、速やかに結論を得る。
あわせて、 歯科健診の受診率の向上を図るとともに、 健診結果に基づき、必要な受診を促す実効的な取組や、全身疾患の治療が必要な可能性がある場
合の医科歯科連携を推進する。」旨が記載されている。

①８０２０運動・口腔保健推進事業 402,806千円（ 403,349千円）

・８０２０運動推進特別事業：歯科口腔保健の推進に係る住民サービスを担う人材に対する研修等の実施
・口腔保健支援センター設置推進事業：口腔保健支援センターの設置増加による、各地方公共団体の歯科保健事業の更なる充実
・口腔保健の推進に資するために必要となる事業：障害者等の歯科医療提供困難者への歯科保健医療サービスの充実 等
・住民（国民）対話・地方公共団体との意見交換：住民（国民）の声を聞き、施策に反映・歯科保健医療に関する知識の普及啓発 等

②歯科健康診査推進等事業 207,818千円（ 207,819千円）

・歯科健康診査推進事業:①効果的な健診方法 ②医療費との関連性 に係る内容の調査・検証等
・検査方法等実証事業:口腔機能低下の予防に資するスクリーニング方法等の開発検証等

③歯科医療機関による歯科口腔機能管理等研修事業 34,203千円（ 56,880千円）

・医科病院や介護保険施設等の従事者を対象とした歯科医療機関による口腔機能管理等の研修の実施

④口腔保健に関する予防強化推進モデル事業 65,835千円（新規）

・自治体等において効果的・効率的で普及・定着させることができる一次予防施策等のコミュニティモデルの提案等（①う蝕対策②歯周病対策③口腔機能低下等の対策）

⑤歯科医療提供体制推進等事業 15,131千円（新規）

・「歯科保健医療ビジョン」において提言された歯科保健医療提供体制を構築するため、自治体等における効果的な事業の収集・評価を行い、好事例を全国に展開

歯科保健医療の充実・強化

歯科口腔保健・歯科医療提供体制の推進
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 「歯科口腔保健の推進に関する法律」（平成23年公布・施行）に基づき、口腔の健康の保持・増進が、健康で質の高い生活を営む上で基礎的かつ重要な役割を果た
していることから、ライフステージごとの特定を踏まえつつ、生涯を通じた切れ目のない歯科口腔保健施策を展開する必要がある。

 「経済財政運営と改革の基本方針2019」では 、「口腔の健康は全身の健康にもつながることからエビデンスの信頼性を向上させつつ、国民への適切な情報提供、生涯を
通じた歯科健診」等の文言が記載されている。

 「成長戦略（2019年）成長戦略フォローアップ」において、「全身の健康にもつながる歯周病などの歯科疾患対策を強化するため、現在10歳刻みで行われている歯科健
診の機会を拡大し、歯科の保健指導を充実することについて、検証の結果を踏まえ、2020年度までに検討に着手し、速やかに結論を得る。あわせて、 歯科健診の受診
率の向上を図るとともに、 健診結果に基づき、必要な受診を促す実効的な取組や、全身疾患の治療が必要な可能性がある場合の医科歯科連携を推進する。」旨が記
載されている。

 歯周病検診等の受診率が低く、歯科疾患実態調査では、歯周病のり患率の結果に改善が見られない等の指摘がある。

＜事業概要＞

効果的・効率的な歯科健診の普及をし、歯科疾患対策の強化をすることにより国民の健康に寄与 治療、疾病予防等の新たな技術の開発・検証

・現在、各地域等で実施されている歯科健診の項目等を
踏まえ、標準的な歯科健診項目の検討

・医科の定期健診と併せた実施や、保健行動の変容を促
す歯科保健指導の付加など、歯科健診の方法の検討

・地域や職域におけるモデルとなる取組の提示

・これまでの研究結果やレセプトの分析等に よ
り、歯科健診の実施効果や医療費との関連性
等に関する影響等をフォローアップし、 歯科
健診の導入促進を図る

歯科健康診査推進事業

・口腔機能低下の予防に資するスクリー
ニング方法、客観的検査手法 等

検査方法等実証事業

歯科健康診査推進等事業 令和元年度予算: 207,81８千円
(207,819千円)

＜現行の歯科健診体制＞

乳幼児 児童・生徒等 ～７4歳 75歳以上

歯
科
健
診(

根
拠
等)

後期高齢者医療の被保険者に係
る歯科健診
（高齢者の医療の確保に関する
法律）

乳幼児歯科健診
（母子保健法）

学校歯科健診
（学校保健安全法）

毎年実施

歯周疾患検診（健康増進法）

義務（大学除く）

※塩酸・硫酸・硝酸等を取り扱う労働者は義務

労働安全衛生法に基づく定期健診（労働安全衛生法）

その他の歯科健診
※国保・被用者保険が行う特定健診は義務
（高齢者の医療の確保に関する法律、国民健康保険法）

義務

市町村が実施。
対象は１歳６ヶ月、
３歳

学校とは、幼稚園、小学校、中学
校、義務教育学校、高等学校、中等
教育学校、特別支援学校、大学及
び高等専門学校

※保育所等の児童福祉施設は、児童
福祉法に基づき、学校保健安全法
に準じた健診を行う。

市町村が実施（平成29年度市町村実施率 68.0％）。
対象は、40、50、60、70歳。

・後期高齢者医療制度事業費補
助金の補助メニュー

・後期高齢者を対象とした歯科
健診マニュアル（平成30年10
月策定）を参考に実施
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○歯科保健医療の需要は人口動態や歯科疾患の変化等に左右されるが、今後は、口腔機能の維持・向上や回復、疾患等の予防、
重症化予防に対する需要が増加することが予想されている。

○そのため、「歯科保健医療ビジョン」において、各地域における歯科医療機関の役割の明示・分担、他職種や他分野との連携体制の
構築などを通じた歯科保健医療提供体制を推進することが提言されている。

○このため、各地域における歯科保健医療提供体制を構築するための ①歯科診療所機能の充実強化 ②病院等の後方支援機関
の充実強化 ③介護保険施設における歯科保健医療の推進 ④地域包括支援センターにおける歯科保健医療推進 等について、
効果的かつ具体的な取組を行う事業の収集・検証等を行い、その取組を全国的に紹介することで、地域における歯科医療提供体制
の推進を図る。

④地域包括支援センター歯科医療推進の取組
（例）・歯科医療の必要性等を伝える歯科技術職

員の配置
・歯科医療従事者が他職種連携の場へ参画

＜歯科医療提供体制推進会議＞
・有識者等を入れた会議を設置
・収集した取組の効果等を検証し、好事
例について全国的に紹介等

事例の収集

好事例の
紹介

介護保険施設

歯科大学附属病院、
歯科病院、病院歯科

地域包括支援センター

地域住民

歯科医師
(かかりつけ歯科医） 病院(医科)・ 医科診療所

歯科診療所

歯科医療機関

予防の推進

役割分担

口腔保健センター

【地域完結型歯科保健医療の提供へ】

機能分化、役割分担

医科歯科連携

③介護保険施設歯科保健医療推進の取組
（例）・施設内外の歯科保健医療に係る調整業務を行う

職員の配置
・地域の歯科医療従事者等と連携した食支援等の導入

①歯科診療所機能充実・強化の取組
（例）・地域単位での歯科診療所の機能分担及びかかりつけ歯科医の普及・定着

・地域単位での歯科診療所の医療安全体制の情報発信
・地域単位での医科及び歯科診療所の専門分野や診療内容等の情報共有
・病院介護施設等との連携体制の構築

②病院等後方支援機関充実・強化の取組
（例） ・病院内外の歯科医療に係る調整業務を行う

歯科医師や歯科衛生士の配置（病院）
・医科歯科連携部門の設置（病院）

歯科医療提供体制推進等事業 令和元年度予算：１５,１３１千円
（０千円）
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● 以下４つの改革を通じて、医療・福祉サービス改革による生産性の向上を図る

→2040年時点において、医療・福祉分野の単位時間サービス提供量（※）について５％（医師については７％）
以上の改善を目指す

ロボット・AI・ICT等の実用化推進、
データヘルス改革

Ⅰ

タスクシフティング、
シニア人材の活用推進

Ⅱ

組織マネジメント改革Ⅲ

経営の大規模化・
協働化

Ⅳ

※（各分野の）サービス提供量÷従事者の総労働時間で算出される指標（テクノロジーの活用や業務の適切な分担により、医療・福祉の現場全体で必要なサービスがより効率的に提供されると改善）

医療・福祉サービス改革プランの概要

 2040年に向けたロボット・AI等の研究開発、実用化
（未来イノベーションＷＧの提言を踏まえ、経済産業省、文部科学省等と連携し推進）

 データヘルス改革（2020年度までの事業の着実な実施と改革の更なる推進）

 介護分野で①業務仕分け、②元気高齢者の活躍、③ロボット・センサー・
ICTの活用、④介護業界のイメージ改善を行うパイロット事業を実施
（2020年度から全国に普及・展開）

 オンラインでの服薬指導を含めた医療の充実
（本通常国会に薬機法改正法案を提出、指針の定期的な見直し） 等

 意識改革、業務効率化等による医療機関における労働時間短縮・福祉
分野の生産性向上ガイドラインの作成・普及・改善 （優良事例の全国展開）

 現場の効率化に向けた工夫を促す報酬制度への見直し
（実績評価の拡充など） （次期報酬改定に向けて検討）

 文書量削減に向けた取組（2020年代初頭までに介護の文書量半減）、
報酬改定対応コストの削減（次期報酬改定に向けて検討） 等

 チーム医療を促進するための人材育成（2023年度までに外科等の領域で活
躍する特定行為研修を修了した看護師を１万人育成 等）

 介護助手等としてシニア層を活かす方策（2021年度までに入門的研修を通じ
て介護施設等とマッチングした者の数を2018年度から15%増加）

等

 医療法人・社会福祉法人それぞれの合併等の好事例の普及（今年度
に好事例の収集・分析、2020年度に全国に展開）

 医療法人の経営統合等に向けたインセンティブの付与（今年度に優遇融

資制度を創設、2020年度から実施）

 社会福祉法人の事業の協働化等の促進方策等の検討会の設置
（今年度に検討会を実施し、検討結果をとりまとめ）

等
17



疾患登録システム（レジストリ）の利活用イメージ

【これまでの活用例】

① 市場性調査
患者数や地域分布などから開
発可能性を容易に検討

② 患者リクルート
登録された患者を、治験や臨
床研究に効率的に組入れ

【現在の先進的取組】

③ 市販後の長期的検証
：「JaCALS」の活用イメージ

「１年程度のRCT治験では、実薬群とプラセ
ボ群の差は小さい」

「自然歴群などと長期（５～７年）の対比か
ら長期薬効と長期安全性を検証」

【将来の利活用】

④ 製造販売後安全性調査
副作用等の発生状況等を把握

⑤ 治験対照群
患者自然歴を把握し治験の対照群
として利用
（効能追加時など）

※第4回臨床開発環境整備推進会議
（H30.3.15）祖父江班資料より
※JaCALS：筋萎縮性側索硬化症（ALS）に関するレジストリを構築

投薬群 対照群

条件に合う
患者情報

投薬群のみ
に割付け

不要になる
→コスト削減

×

受診
レジストリ

 CIN構想として、世界に先駆けて、疾患登録システムの利活用を図る
取組を実施中

※レジストリ構築：４件、レジストリを活用した治験・臨床研究：14件

 治験対照群としての活用等のため、疾患登録情報を活用した治験・
臨床研究に関するガイドライン（試験デザイン、解析法、承認審査の観点

からのレジストリの信頼性基準の考え方等）を作成中（2020年を目途）

期待される結果（イメージ）

この差が開く
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「クリニカル・イノベーション・ネットワーク」ロードマップ

2016（H28） 2017（H29） 2018（H30） 2019（H31） 2020

疾
患
登
録
シ
ス
テ
ム

の
構
築
・
活
用

レ
ギ
ュ
ラ
ト
リ
ー

サ
イ
エ
ン
ス

１．疾患登録ｼｽﾃﾑ構築 ＮＣ・基盤研でシステム構築 自立的運営/運営費交付金/事業費補助

2015（H27）年度

新たなレジストリの構築
既存レジストリ活用研究の実施

自立的運営２．新たなﾚｼﾞｽﾄﾘ構築・
既存ﾚｼﾞｽﾄﾘ活用研究

年次
重点項目

連携体制の
整備

RSに基づく
システム構築

臨床研究・
治験の推進

疾患登録シス
テム自立化

ガイドライン
等の作成

５．ガイドライン策定

疾患登録情報の
活用検討

疾患登録システムの評価基準及び
信頼性基準の検討・確立

疾患登録ｼｽﾃﾑを活用した市販後調査、
治験対照群としての活用等に関するGL策定

ｱｼﾞｱﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ設
置、研修ﾓﾃﾞﾙ策定

国内外で研修の実施
６．アジア地域におけ

る薬事協力推進

４．企業活用の推進に
向けた検討

個情法、費用負担等、企業活用を推進
するための諸課題の検討

医
療
情
報

Ｄ
Ｂ
活
用

医療情報データベース（MID-NET）
における品質管理

臨床研究中核病院へMID-NET手法導入
７．ﾘｱﾙﾜｰﾙﾄﾞﾃﾞｰﾀ活用推進

のための診療情報標準化
及び運用体制構築

３．CIN推進支援

自立的運営

レジストリと企業のマッチング

レジストリの調査、相談等受付

企業の
利活用

H30年度末時点で全国
で約600のレジストリ
が確認

４レジストリ（がん、筋萎縮性側索硬化症（ALS）、
筋ジストロフィー、医療機器（脳神経外科領域））

品質管理・標準化に携わる人材の育成
及び病院へのサーバー導入を開始

研究成果（倫理的課題、費用に
関する提言）を公表予定

ポータルサイトに
て、レジストリリス
トの一般公開

研究成果（信頼性基準の
考え方）を公表予定
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地域医療構想の実現に向けたこれまでの取組について

１．これまでの取り組み

○ これまで、2017年度、2018年度の２年間を集中的な検討期間とし、公立・公的医療機関等
においては地域の民間医療機関では担うことのできない医療機能に重点化するよう医療機能
を見直し、これを達成するための再編統合の議論を進めるように要請した。

○ 公立・公的医療機関等でなければ担えない機能として、「新公立病院改革ガイドライン」
や
「経済財政運営と改革の基本方針2018」においてはそれぞれ、
ア 高度急性期・急性期機能や不採算部門、過疎地等の医療提供等
イ 山間へき地・離島など民間医療機関の立地が困難な過疎地等における一般医療の提供
ウ 救急・小児・周産期・災害・精神などの不採算・特殊部門に関わる医療の提供
エ 県立がんセンター、県立循環器病センター等地域の民間医療機関では限界のある高度・

先進医療の提供
オ 研修の実施等を含む広域的な医師派遣の拠点としての機能
が挙げられている。

○ 2018年度末までに全ての公立・公的医療機関等における具体的対応方針が地域医療構想
調整会議で合意されるよう取組を推進。

公立・公的医療機関等に関する議論の状況

議論継続中

（病床ベース）

新公立病院改革
プラン対象病院

公的医療機関等2025
プラン対象病院

機能分化連携のイメージ（奈良県南和構想区域）

 医療機能が低下している３つの救急病院を１つの救急病院（急性期）
と２つの回復期／慢性期病院に再編し、ダウンサイジング

機能再編
+

ダウンサイジン
グ

急性期275床

急性期199床

急性期98床

急性期232床

回復期／慢性期90
床

回復期／慢性期96床

418床
(▲154床）

572床

医師数

年間救急車受入件数

48.4人

2,086件 4,104件（1.97倍）

60.8人（1.26倍）

（３病院計）

 機能集約化により医師一人当たりの救急受入件数が増え、地域全体の
医療機能の強化、効率化が促進された

地域医療構想の実現のための推進策

2019年３月末

○ 病床機能報告における定量的基準の導入

（36都道府県、79名（平成31年３月））

・調整会議における議論の支援、ファシリテート
・都道府県が行うデータ分析の支援 等

手術、重症患者に
対する治療等の実
績が全くない病棟

3.6万床

【2018～】基準の導入により、

高度急性期・急性期の選択不可

【従前】

高度急性期

急性期 （2017
）

 2018年10月からの病床機能報
告において診療実績に着目し
た報告がなされるよう定量的
基準を明確化し、実績のない
高度急性期・急性期病棟を適
正化

○ 2018年６月より地域医療構想アドバイザーを任命

○ 2018年６月より都道府県単位の地域医療構想調整会議の設置

合意済み

95%

議論継続中 5% 2%

合意済み

98%

20○ 介護医療院を創設し、介護療養・医療療養病床からの転換を促進

第３２回社会保障WG
（令和元年５月２３日） 資料１－１



医政局地域医療計画課調べ（精査中）

地域医療構想調整会議における議論の状況

9月末

病床数に換算※2した場合（病院の規模に差があるため）

議論継続中

2% ■合意済み（98％）
308,307床

（12月末：48%）

98% ■議論継続中(2%）
5,915床

■合意済み（63%）
806,923床

■議論継続中(17%)
222,150床

■議論未開始(20%)
259,312床

63%

6月末

合意済み（議論終了）施設数の推移（3ヶ月毎）

全ての医療機関 計

総病床数 128.8万床中

3月末
合意済み

3月末
合意済み

3月末
合意済み

（2019年3月末時点）

12月末

95%

（12月末：60%）

（12月末：25%）

4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 計

101回
( 91区域)

366回
( 275区域)

355回
( 240区域)

505回
( 323区域)

1327回

6月末 9月末 12月末 3月末

病院 94.4％ 96.5％ 96.7％ 96.8％

有床診療所 84.5％ 87.6％ 87.7％ 87.8％

■非稼働病棟の病床数■病床機能報告の報告率■調整会議の開催状況

総数 方針の議論実施
（議論中含む）

病院 16,753床 14,836床（89％）

有床診療所 9,109床 5,778床（63％）

■具体的な医療機関名を挙げた議論の状況

12 月末 3 月末

対象病院数 823 823

うち合意済み 347 771

うち議論継続中 464 51

うち議論未開始 12 1※1

12月末 3 月末

対象病院数 829 829

うち合意済み 486 810

うち議論継続中 337 19

うち議論未開始 6 0

新公立病院改革プラン対象病院

公的医療機関等２０２５プラン対象病院

■合意済み（95％）
179,391床

■議論継続中(5％）
8,755床

■議論未開始(0％）
0 床※1

■議論未開始(0％)
0 床

病床数に換算※2した場合（病院の規模に差があるため）

総病床数 18.8万床中

総病床数 31.4万床中

対象 5,660病院 6,736診療所

うち合意済み 2,228病院 1,174診療所

うち議論継続中 1,576病院 2,159診療所

その他の医療機関

3月末時点における議論の状況
（病床数に換算した場合）

議論継続中

5%

議論継続中

17%

未開始

20%

※2 病床数への換算には、2017年病床機能報告における2017年7月現在の病床数を用いた。
（未報告医療機関の病床数は含まれていない。）

4,983
施設

280
施設

774
施設

1,125
施設

3月末

※1 福島県の帰宅困難区域内に立地する公立病院で議論が
できない状況（病床数については０で処理。）。

2025年に向けた対応方針の合意状況

第２１回地域医療構想に関するWG
（令和元年５月１６日） 資料３
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89.6
万床

※1

急性期

55.5万床（46％）

高度急性期

16.5万床（14%）

５
慢性期

30.6万床（25％）

回復期

19.2万床（16%）

急性期

59.6万床（48％）

高度急性期

16.9万床（14%）

慢性期

35.5万床（28％）

回復期

13.0万床（10%）

【2015年度病床機能報告】

合計 121.8万床

91.2
万床

0.5万床増

1.4万床減

2.1万床増

4.0万床減

約2.8万床減

【2018年度病床機能報告（2019年5月時点暫定値）】

1.33

急性期

56.9万床（46％）

高度急性期

16.0万床（13％）

慢性期

34.6万床（28％）

回復期

17.1万床（14%）

合計 124.6万床

89.9
万床

※1：2018年度病床機能報告において、「2025年7月1日時点における病床の機能の予定」として報告された病床数
※2：対象医療機関数及び報告率が異なることから、年度間比較を行う際は留意が必要

病床機能ごとの病床数の推移

○ 2025年見込の病床数※１は121.8万床となっており、2015年に比べ、3.3万床減少する見込み。※２

○ 機能別にみると、高度急性期+急性期は4.6万床減少、回復期は6.2万床増加、慢性期は4.9万床減少
する見込み。

合計 125.1万床
2025年見込2018年

76.6
万床

0.9万床減

2.7万床減

4.1万床増

0.9万床減

72.9
万床

72
万床

2015年
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医政局地域医療計画課調べ（精査中）

公立病院・公的医療機関等の具体的対応方針の集計結果

9,937 8,637 
14,312 20,162 

114,785 108,568 

35,389 36,253 

0

40,000

80,000

120,000

160,000

200,000

公立病院
高度急性期 急性期 回復期 慢性期

ｰ 6,217
床

(-5.4%)

+ 5,850床
(+40.9%)

-1,300床
(-13.1%)

※１ 具体的対応方針策定前の病床数として、2017年度病床機能報告を用いた。
※２ 合意に至っていない公立病院・公的医療機関等の病床数は除いて集計。

23,617 23,240 
18,710 24,555 

151,822 150,868 

108,144 104,632 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

公的医療機関等
高度急性期 急性期

302,293床 +1,002床

ｰ 3,512
床

(-3.2%)

ｰ 954床
(-0.6%)

+ 5,845床
(+31.2%)

ｰ 377床
(-1.6%)

174,423床 173,620床 303,295床

+ 864床
(+2.4%)

ｰ 803床

○ 高度急性期・急性期病床の削減は数％に留まり、「急性期」からの転換が進んでいない。
○ トータルの病床数は横ばい。
→ 具体的対応方針の合意内容が地域医療構想の実現に沿ったものになっていないのではないか。

2017年度の病床機能報告と具体的対応方針（2025年度見込）の比較 （参考）構想区域ごとの状況

病床数が減少する合意を
行った構想区域数

公立分 113 区域
公的等分 115 区域
民間分 131 区域

2017年度 2017年度2025年見込み 2025年見込み

○ 2015年度病床数と2025年の病床の必要量を比較すると、「高度急性期+急性期+回復期」の全国の病床数合計
は、89.6万床→90.7万床と増加する。

○ 公立病院・公的医療機関等の病床のうち、93％※は、高度急性期・急性期・回復期であり、具体的対応方針における
2025年のトータルの病床数見込みの評価は慎重に行う必要がある。
※2015年度ベース
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地域医療構想を実現する上での課題および関連する検討事項の例

○ 再編統合やダウンサイジングといった公立医療機関の取組の方向性について、地域医
療構想調整会議における協議の結果よりも、首長の意向が優先される恐れがあるとの指
摘があることから、公立医療機関を有する地方自治体の首長が、地域医療構想調整会議
の協議の内容を理解し、地域の合意内容に沿わない取組が行われないようにするために
必要な対策について検討を進める必要がある。

〇 公立・公的医療機関等の補助金等の投入・活用状況について、十分に可視化されてお
らず、地域医療構想調整会議の協議に活用されていないとの指摘があることから、補助金
等の情報を適切かつ分かりやすく可視化するために必要な対策について検討を進める必
要がある。

〇 再編統合等の取組を具体的に進める上では、職員の雇用に係る課題や借入金債務等
の財務上の課題への対応が必要となるが、厚生労働省において、公的医療機関等の本部
とも連携しながら、各医療機関が地域の医療需要の動向に沿って、真に必要な規模の診
療体制に円滑に移行するために必要な対策について検討を進める必要がある。

〇 病床規模が類似した病院同士や、設立母体が異なる病院同士の再編統合については、
特に協議が難航するとの指摘もあることから、このような場合には、協議のスケジュールに
より一層の留意が必要である。

24

第２１回地域医療構想に関するWG（2019年5月16日）資料２より抜粋

第３２回社会保障WG
（令和元年５月２３日） 資料１－１



地域医療構想の実現に向けたさらなる取組について

① 分析項目ごとに診療実績等の一定の指標を設定し、当該医療機関でなければ担えないものに重点化されているか分析する。
重点化が不十分な場合、他の医療機関による代替可能性があるとする。
A 各分析項目について、構想区域内に、一定数以上の診療実績を有する医療機関が２つ以上あり、かつ、お互いの所在地が近接
している。

B 各分析項目について、診療実績が特に少ない。
② 医療機関の所在地や、他の医療機関との位置関係を確認するなど、地理的条件も勘案する。

２．今後の取り組み

○ 2019年年央までに各医療機関の診療実績データを分析し、公立・公的医療機関等の役割が当該医療機関でなければ
担えないものに重点化されているか、合意された具体的対応方針を検証し、地域医療構想の実現に必要な協議を促進。

○ 今後、2019年年央までに、全ての医療機関の診療実績データ分析を完了し、「代替可能性がある」または「診療実績が少ない」と
位置付けられた公立・公的医療機関等に対して、構想区域の医療機関の診療実績や将来の医療需要の動向等を踏まえつつ、医師の働
き方改革の方向性も加味して、当該医療機能の他の医療機関への統合や他の病院との再編統合について、地域医療構想調整会議で協
議し改めて合意を得るように要請する予定。

分析内容

分析のイメージ

類似の診療実績

診療実績が少ない

A
病
院

B
病
院

C
病
院

D
病
院

①診療実績のデータ分析
（領域等（例：がん、救急等）ごと）

民間

公立・公的等

②地理的条件の確認

A

B

C D

類似の診療実績がある場合又は
診療実績が少ない場合のうち、
近接している場合を確認

③分析結果を踏まえた地域医療
構想調整会議における検証

同一構想区域

近接 遠
隔

①及び②により
「代替可能性あり」
とされた公立・公的
医療機関等

地域医療構想調整会議

医療機関の診療実績や
将来の医療需要の動向等を踏まえ、
医師の働き方改革の方向性も加味して、
○ 代替可能性のある機能の他の医療機関
への統合

○ 病院の再編統合
について具体的な協議・再度の合意を要請

25○今回の検証の要請に加え、厚生労働省自らも、地域ごとに助言・支援を実施することを検討

第３２回社会保障WG
（令和元年５月２３日） 資料１－１



2040年の医療提供体制を見据えた３つの改革

2040年どこにいても質が高く安全で効率的な医療へ

● 2040年に向けて人材不足等の新たな課題に対応するため、Ⅰ.地域医療構想の実現に向けた取組、
Ⅱ.医療従事者の働き方改革、Ⅲ.医師偏在対策を三位一体で推進し、総合的な医療提供体制改革を実施

公立・公的医療機関等⇒民間医療機関では担えない機能に重点化する観点から、

2025年に持つべき医療機能ごとの病床数等について具体的対応方針を策定

① 2019年央に、国が、都道府県に対して公立・公的医療機関等の具体的対応方針の
検証を要請。要請対象の医療機関を公表。

→都道府県が遅くとも2020年秋を目途に再協議・同意を終え、国の更なる対応につなげる。

② ①の医療機関を含む区域から、国が重点的に支援する区域を設定。
都道府県と連携し、データ分析や再編統合の方向性等について直接助言。

③ 上記の取組と併せ、民間医療機関の再編を促す観点からも、地域医療介護総合確保
基金の活用状況の検証結果を踏まえ、病床のダウンサイジング支援等の追加的方策等
についても検討。

＜具体的対応方針の合意結果＞

・公立病院、公的医療機関ともに「急性期」からの転換が進んでいない。

・トータルの病床数は横ばい。

現在の課題 非効率な医療提供
(医療資源の分散と偏在、医師の過重労働)

Ⅱ.医師・医療従事者の
働き方改革

（医師の時間外労働に対する
上限規制：2024年～）

① 医療機関における労働
時間管理の適正化と
マネジメント改革

② 上手な医療のかかり方に
向けた普及・啓発と
患者・家族への支援

Ⅲ.実効性のある
医師偏在対策

（偏在是正の目標年
：2036年）

① 地域及び診療科の
医師偏在対策

② 総合診療専門医の
確保等のプライマリ・
ケアへの対応

Ⅰ.医療施設の最適配置の実現と連携

～ 地域医療構想の実現：2025年まで ～

① 全ての公立・公的医療機関等における
具体的対応方針の合意形成

② 具体的対応方針の検証と
地域医療構想の実現に向けた更なる取組

2025年までに着手し着実に実行すべきこと

これまでの取組

今後の取組

三位一体で推進

合計 高度急性期 急性期 回復期 慢性期

2017年 17.4 3.5 11.5 1.4 1.0

2025年見込 17.4 3.6 10.9 2.0 0.9

2017年 30.2 10.8 15.2 1.9 2.4

2025年見込 30.3 10.5 15.1 2.5 2.3

（新公立病院改革プラン対象病院 2019年３月末 95％合意）

（公的医療機関等2025プラン対象病院 2019年３月末 98％合意）

（単位：万床）

【要請の内容】
・「類似の実績がある医療機関が近接している」又は「診療実績が少ない」医療機関を対象
・診療領域又は医療機関の再編・統合について地域医療構想調整会議での再協議・同意を要請

地域医療構想の実現に向けた更なる取組

2040年を展望した医療提供体制 令和元年第２回経済財政諮問会議
（令和元年５月３１日） 資料２
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氏 名 所 属・役 職

阿真 京子 一般社団法人知ろう小児医療守ろう子ども達の会代表

石川 広己 公益社団法人日本医師会常任理事

猪口 正孝 公益社団法人全日本病院協会常任理事

井本 寛子 公益社団法人日本看護協会常任理事

畝本 恭子 日本医科大学多摩永山病院救命救急センター長

遠藤 久夫 国立社会保障・人口問題研究所所長

大友 康裕 東京医科歯科大学大学院救急災害医学分野教授

加納 繁照 一般社団法人日本医療法人協会会長

久志本成樹
東北大学大学院医学系研究科外科病態学講座救急医
学分野教授

構成員

（１） ドクターヘリの安全運航等の在り方を含めた救急医療提供体制の在り方について
（２） DMAT事務局の組織・運用の在り方を含めた災害医療提供体制の在り方について
（３） 広域災害・救急医療情報システムの在り方について
（４） その他、救急・災害医療提供体制等の在り方について

本検討会の検討事項

「救急・災害医療提供体制等の在り方に関する検討会」について

• 平成３０年度から各都道府県において第７次医療計画が策定され、救急医療提供体制については地域連携の取組や救急医療機関の充
実に向けた見直しを、災害医療提供体制についてはコーディネート体制や連携体制等の構築に向けた見直し等を進めているが、更にこれ
らの医療の充実を図っていく必要がある。

• 救急医療については、地域の実情に応じた体制構築にあたり、出動件数が増加しているドクターヘリの安全運航の在り方や、救命救急セ
ンターを含む救急医療体制の在り方等について検討が必要である。

• 災害医療については、今後発生が予想される南海トラフ地震、首都直下地震にも対応が可能な体制構築するにあたり、DMAT事務局の組
織・運用の在り方や、広域災害・救急医療情報システムの在り方等について検討が必要である。

• 上記を含めた、救急・災害医療提供体制等の課題について検討することを目的として、本検討会を設置する。

（※五十音順）（平成31年4月1日時点 計17名）

趣旨

氏 名 所 属・役 職

久志本成樹 東北大学大学院医学系研究科外科病態学講座救急医学分野教授

坂本 哲也 一般社団法人日本臨床救急医学会代表理事

島崎 謙治 政策研究大学院大学教授

嶋津 岳士 大阪大学大学院医学系研究科救急医学教授

高木 誠 一般社団法人日本病院会 常任理事

野口 宏 愛知医科大学名誉教授

本多 麻夫 埼玉県保健医療部参事

森村 尚登 東京大学大学院医学系研究科救急科学教授
山崎 學 公益社団法人日本精神科病院協会会長
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第７次医療計画における救急医療の指標について

【救護】 【救命医療】 【入院救急医療】 【初期救急医療】 【救命後の医療】

【住民等】

●救急蘇生法の実施、救急搬送要請

●電話による相談システムの利用

【救急救命士等】

●救急蘇生法等に関する講習会の実施

●ＭＣ協議会のプロトコールに則した判断・処置

●精神科救急医療体制との連携

【メディカルコントロール（ＭＣ）協議会】

●救急救命士の行う活動プロトコールの策定・検証・
改訂

●重篤な救急患者の常時受入

●高度な治療に必要な施設・設備

●救急医療に関する知識・経験を有
する医師

●急性期のリハビリテーション実施

●実施基準の円滑な運用・改善及
びＭＣ体制の充実

●地域の救命救急医療の充実強化

●救急医療に関する知識・経
験を有する医師

●必要な施設・設備

●早期のリハビリテーション実
施

●医療従事者に対する研修
の実施

●救急患者に対する外来診療

●近隣医療機関との連携

●対応可能時間等の周知

休日・夜間急患センターの設置や、
在宅当番医制などと合わせて、地域
で診療の空白時間が生じないように
努めること

●再気管切開等のある患者の受
入体制

●抑遷延性意識障害等を有する患
者の受入体制

●生精神疾患を合併する患者の受
入体制

●居宅介護サービスの調整

●退院の困難な患者を受け入れることができる医療機関との連携
●医搬送先医療機関の選定、搬送手段の選定、傷病者の速やかな搬送

●診療機能の事前周知

救急搬送人員数、救急車の運用数、運用救急救命士数
ＡＥＤの設置台数、住民の救急蘇生法の受講率

心肺機能停止傷病者（心停止患者）全搬送人員のうち、一般市民に
より除細動が実施された件数
救急要請（覚知）から救急医療機関への搬送までに要した平均時間
受入困難事例の件数

救急車の受入件数
救命救急センター数
二次救急医療機関数
初期救急医療機関数

転棟・退院調整をする者を常時配
置している救命救急センターの数

緊急入院患者における退院調
整・支援の実施件数

一般診療所の初期救急医療への参画率
特定集中治療室のある医療機関数
救急担当専任医師数・看護師数

ストラク
チャー

プロセス

アウトカム

２次救急医療機関棟の救急医療機関やかかりつけ医、介護施設棟の関係機関が参加したメディカルコントロール協議会の開催回数

受入困難事例の件数

ドクターカーを配備している医療機関数（千葉県）

ＥＲ型医療機関数（沖縄県）

二次救急医療機関の応需率（東京都）

二次・三次救急医療機関を受診する軽症患者数の割合（山形県、新潟県等）

三次救急医療機関における救急搬送要請に対する受入割合（広島県）

ドクターヘリ運航調整委員会症例検討部会の開催数（佐賀県）

ドクターヘリ出動件数（群馬県、岡山県等）ドクターカー出動件数（高知県）

病院群輪番制病院における救急患者の入院率（栃木県）

救急入院患者の２１日後生存率（大阪府）

救急医療体制の構築に必要な事項

指標例

心肺機能停止傷病者（心肺停止患者）の一ヶ月後の予後

黒字：（国で示す）指標例、緑字（都道府県独自の）指標。

「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制について」平成29年３月31日医政局地域医療計画課長通知（平成29年７月31日一部改正）より引用（抜粋）

「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制について」・別表６「救急医療体制構築に係る現状把握のための指標例」
平成29年３月31日医政局地域医療計画課長通知（平成29年７月31日一部改正）より引用

病院前医療相談・救護・搬送 転院・転床・退院受入・救命医療提供発症

救急要請 救急搬送応急手当

http://3.bp.blogspot.com/-mLSGAuLw3bs/VGLLE1qMDJI/AAAAAAAAot0/fpLwUBXxzKA/s800/chiryou_syochi_boy.png
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救急救命士の養成と消防機関への採用の現状について



救急救命士における救急救命処置の質の確保の現状
ー所属機関による比較ー

救急救命士

消防機関に属する救急救命士 消防機関以外に属する救急救命士

救急救命士法第２条第２項
・ 「救急救命士」とは、厚生労働大臣の免許を受けて、救急救命士の名称を用いて、医師の指示の下

に、救急救命処置を行うことを業とする者をいう。

Ｐｌａｎ
•プロトコール（救急救命処置手順書）作成

Ｄo
•医師の指示・助言体制の構築

Check •事後検証の実施

Ａｃｔｉｏｎ
•再教育（※）体制の整備

メディカルコントロール協議会において、医学的観点から
救急救命士の救急救命処置全般（特定行為を含む）の質
を確保している。

※メディカルコントロール協議会は消防機関に属する救急救命士に対し、は２年間128時
間以上（48時間以上の病院実習を含む。）の効果的な教育が実施できるような体制整備を
図ることとされている。
（「救急救命士の資格を有する救急隊員の再教育について」平成20年12月26日消防救第262号消防庁救急企画室長）

救急救命処置の質の確保に
ついては規定されていない。
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新たな専門医制度の基本設計

基本領域 （19 領域）

総
合
診
療

リ
ハ
ビ
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ー
シ
ョ
ン
科

形
成
外
科

救
急
科

臨
床
検
査

病
理

麻
酔
科

放
射
線
科

脳
神
経
外
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婦
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整
形
外
科

外
科

精
神
科

皮
膚
科

小
児
科

内
科

サブスペシャルティ領域 （29 領域）

消化器病 、 循環器 、 呼吸器 、 血液 、 内分泌代謝 、糖尿病 、 腎臓 、 肝臓 、 アレルギー 、
感染症 、 老年病 、 神経内科 、 消化器外科 、 呼吸器外科 、 心臓血管外科 、 小児外科 、
リウマチ 、 小児循環器 、 小児神経 、 小児血液 ・ がん 、 周産期 、 婦人科腫瘍 、 生殖医療 、
頭頚部がん 、 放射線治療 、 放射線診断 、 手外科 、 脊椎脊髄外科 、 集中治療

○専門医の領域は、基本領域の専門医を取得した上でサブスペシャルティ領域の専門医を
取得する二段階制を基本とする。

○専門医の認定は、経験症例数等の活動実績を要件とし、また、生涯にわたって標準的な
医療を提供するため、専門医取得後の更新の際にも、各領域の活動実績を要件とする。

○広告制度（医師の専門性に関する資格名等の広告）を見直し、基本的に、第三者機関が
認定する専門医を広告可能とする。

専門医の領域、認定・更新 専門医の在り方に関する検討会報告書（平成25年4月22日）より
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総合診療専門医を新たに位置づけ

総合診療医：総合的な診療能力を有する医師

※ 日常的に頻度が高く、幅広い領域の疾病と傷害等に

ついて、適切な初期対応と必要に応じた継続医療を

全人的に提供。

総合診療専門医：総合診療医の専門医としての名称

※ 新たな専門医の一つとして基本領域に加える。

※ 「地域を診る医師」としての視点も重要。

他の領域別専門医や他職種と連携して、多様な医療

サービスを包括的かつ柔軟に提供することが期待

される。

総合的な診療能力の必要性

○ 高齢化に伴い、特定の臓器や疾患を超えた多様な

問題を抱える患者が増加。

○ これらの患者には、複数の領域別専門医による診察

よりも、一人の総合的な診療能力を有する医師による

診察のほうが適切な場合がある。

総合診療専門医について 専門医の在り方に関する検討会報告書（平成25年4月22日）より

総合診療専門研修プログラム整備基準
日本専門医機構・理事会（2017.7.7）

研修プログラム（3年間以上）

○ 総合診療専門研修（18月以上）

・ 診療所・地域の中小病院で、外来診療、訪問診療及

び地域包括ケアの研修（6月以上）

・ 病院総合診療部門（総合診療科・総合内科等）で、

臓器別でない病棟診療と外来診療の研修（6月以上）

○ 必須領域別研修（18月以上）

・ 内科12月以上 小児科3月以上 救急科3月以上

○ その他の領域別研修

・外科・整形外科・産婦人科・精神科・皮膚科・眼科・

耳鼻咽喉科などでの研修

総合診療専門医の基準

○ 総合診療専門医の認定・更新基準や養成プログラム・

研修施設の基準については、関連する諸学会や医師会等

が協力して、第三者機関において作成すべきである。
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医療機器の配置状況に関する情報の可視化

○ 地域の医療ニーズを踏まえ、地域ごとの医療機器の配置状況を医療機器の種
類ごとに指標化し、可視化。

○ 「医療従事者の需給に関する検討会 医師需給分科会 第２次中間取りまとめ」において、医療設備・機器等の共同利用等
の、医療機関間での連携の方針等について協議を行い、地域ごとに方針決定すべきである、とされ、医療法上も医療施設に
備えた施設・設備の効率的な活用に関する事項について、協議の実施及び協議結果の公表を行うこととされた。

○ 今後、人口減少が見込まれる中、医療機器について共同利用の推進等によって効率的に活用していくべきであり、医療機器の
共同利用のあり方等について、情報の可視化や新規購入者への情報提供を有効に活用しつつ、必要な協議を行う必要がある。

医療機器の効率的な活用等について

地域の人口

地域の医療機器の台数

×地域の標準化検査率比
10万

調整人口当たり台数 ＝

医療機器の配置状況に関する情報提供

○ 医療機器の配置状況に関する指標に加えて、医療機器を有する医療機関につい
てマッピングに関する情報や、共同利用の状況等について情報を公表。

※ 医療機関の経営判断に資するような、医療機器の耐用年数や老朽化の状況等についても、適切な情報を提
供できるよう検討。

※ CT、MRI、PET、放射線治療（リニアック及びガンマナイフ）、マンモグラフィに項目化してそれぞれ可視化。
※ 医療機器のニーズが性・年齢ごとに大きな差があることから、地域ごとの人口構成を踏まえて指標化。

○ 地域の医療機関をネットワークで繋ぐことにより、共同利用施設のCT, MRI等の医療機器を共同利用施設の医師と同じ
感覚で使用可能。

○ 天草医療圏に存する80診療所のうち61診療所（76.3％）が加入。
○ 必要に応じて、共同利用施設の専門医と同じ画像を見ながら、治療方針等も相談可能。

医療機器を二次医療圏内で効率的に共同利用している例 「あまくさメディカルネット」

天草地域医療センター放射線部技師長 緖方隆昭氏より提供資料を改変

経緯

医療機器の効率的活用のための協議

○ 医療機器の効率的活用のための協議の場を設置。
※ 基本的には、外来医療機能の協議の場を活用することが想定されるが、医療機器の協議のためのワー

キンググループ等を設置することも可能。

○ 医療機器の種類ごとに共同利用の方針について協議を行い、結果を公表。
※ 共同利用については、画像診断が必要な患者を、医療機器を有する医療機関に対して患者情報ととも

に紹介する場合を含む。

○ 共同利用の方針に従い、医療機関が医療機器を購入する場合や、当該機
器の共同利用を新たに行う場合には、共同利用に係る計画（以下、「共同
利用計画」）を作成し、定期的に協議の場において確認。

○ 協議に当たっては医療機器の効率的な活用という観点だけでなく、
・CT等放射線診断機器における医療被ばく
・診断の精度
・有効性
等の観点も踏まえ、適切に医療機器が使用されているかについて、検討が必
要。

医療機器の効率的な活用のための対応
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「人生の最終段階における医療の決定プロセスに関するガイドライン」の改訂について
（平成30年３月14日公表）

① 病院における延命治療への対応を想定した内容だけではなく、在宅医療・介護の現場で活用できるよう、次の
ような見直しを実施
・ 「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」に名称を変更
・ 医療・ケアチームの対象に介護従事者が含まれることを明確化

② 心身の状態の変化等に応じて、本人の意思は変化しうるものであり、医療・ケアの方針や、どのような生き方
を望むか等を、日頃から繰り返し話し合うこと（＝ＡＣＰの取組）の重要性を強調

③ 本人が自らの意思を伝えられない状態になる前に、本人の意思を推定する者について、家族等の信頼できる
者を前もって定めておくことの重要性を記載

④ 今後、単身世帯が増えることを踏まえ、③の信頼できる者の対象を、家族から家族等（親しい友人等）に拡大

⑤ 繰り返し話し合った内容をその都度文書にまとめておき、本人、家族等と医療・ケアチームで共有することの
重要性について記載

○ 富山県射水市民病院の人工呼吸器取り外し事件を踏まえ、平成19年に策定された「終末期医療の決定プロセ
スに関するガイドライン」（平成27年に「人生の最終段階における医療の決定プロセスに関するガイドライン」 に

名称変更）は、その策定から約10年が経過しており、
・ 高齢多死社会の進行に伴い、地域包括ケアシステムの構築に対応したものとする必要があること
・ 英米諸国を中心として、ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）の概念を踏まえた研究・取組が普及してきてい

ること
を踏まえ、ガイドラインの見直しを行う必要がある。

１．見直しの必要性

２．主な見直しの概要
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本人や
家族等※と
十分に話し

合う

本人の意思が
確認できる

・心身の状態等により医療・
ケア内容の決定が困難な場合

・家族等※の中で意見が
まとまらないなどの場合等

→複数の専門家で構成する
話し合いの場を設置し、
方針の検討や助言

本人の推定意思を尊重し、

本人にとって最善の方針をとる

本人にとって最善の方針を

医療・ケアチームで慎重に判断

「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」
における意思決定支援や方針決定の流れ（イメージ図） （平成30年版）

人生の最終段階における医療・ケアについては、医師等の医療従事者から本人・家族等へ適切な情報の提供と説明がなされた上
で、介護従事者を含む多専門職種からなる医療・ケアチームと十分な話し合いを行い、本人の意思決定を基本として進めること。

本人の人生
観や価値観
等、できる
限り把握

･家族等※が本人の
意思を推定できる

主なポイント

･家族等※が本人の
意思を推定できない
･家族がいない

本人の意思が
確認できない話し合った

内容を都度
文書にまと

め共有

※本人が自らの意思を伝えられない状態になる可能性があることから、話し合いに先立ち
特定の家族等を自らの意思を推定する者として前もって定めておくことが重要である。

※家族等には広い範囲の人(親しい友人等)を含み、複数人存在することも考えられる。

心身の状態に応じて意思は変化しうるため
繰り返し話し合うこと

人生の最終段階における
医療・ケアの方針決定

本人と医療・ケアチームとの合意

形成に向けた十分な話し合いを踏

まえた、本人の意思決定が基本
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人生会議（ACP：アドバンス・ケア・プランニング）の普及・啓発状況

○リーフレット公開
 行政・関係団体等が普及啓発に活用出来るリーフレット公開（H30.7.19）

○「人生会議」紹介ページ公開（H30.12.28）

○SNS
 twitter/Facebook

・愛称決定及び考える日※１の設定について（H30.11.30）

・「人生会議」紹介ページ公開について（H30.12.28）

・ロゴマーク選定について（H31.4.24及びH31.4.26/H31.4.24）

 官邸ＬＩＮＥ

・「人生会議」について（H30.12.13）

・ロゴマーク選定について（R1.5.14）

 官邸メールマガジン

・ロゴマーク選定について（R1.5.7）

○プレスリリース
 愛称決定及び考える日の設定について（H30.11.30）

 ロゴマークの選定について（H31.4.24）

〇事務連絡発出※２

 リーフレット公開について（H30.7.19）

 愛称決定及び考える日の設定について（H30.12.5）

 ロゴマーク選定について（H31.4.24）

※１「いい看取り・看取られ」から11月30日に決定

※２都道府県及び医療介護関係団体95団体宛

リーフレット 厚労省HP

twitter官邸LINE
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【事業内容】

人生の最終段階における医療に関する患者の相談に適切に対応できる体制を強化するため、平成28年度から医療・ケアチーム（医師、看
護師等）の育成研修を全国８ブロックで実施するとともに、人材育成研修会の拡充と継続性の担保のために講師人材の育成を実施。平成29
年度からは国民への普及啓発も実施している。

プログラム 主旨、構成内容

講 義
「人生の最終段階における医療・ケアの決

定プロセスに関するガイドライン」の解説

講 義

（STEP1） 意思決定能力の評価、講義

グループワークと発表
グループワーク１

講 義

（STEP2）

患者自身と治療方針について合意する

講義

講 義

（STEP3） 患者の意向を推定する 講義

患者にとって最善の治療方法について合意

する 講義

グループワークと発表

講 義

（STEP4）

グループワーク２

患者の意思を尊重した人生の最終段階における医療の実現に向けた取組

人生の最終段階における医療体制整備事業

医療機関等において人生の最終段階における医療・ケアに関する意思決定に携わってい
る医師を含む多職種チーム（診療所・訪問看護ステーション・介護老人福祉施設が連携
し、多職種チームで参加することも推奨）

対象者

プログラム

プログラム 主旨、構成内容

講 義
「アドバンス・ケア・プランニングと
は」

ロールプレイ１
もしも、のときについて話し合いを始
める

ロールプレイ２ 家族等の信頼できる者を選定する

ロールプレイ３

治療の選好を尋ね、最善の選択を支援
する家族等の信頼できる者の裁量権を
尋ねる

講 義 「本人・家族の意向を引き継ぐには」

グループワーク３ 明日への課題

・平成26・27年度はモデル事業として実施。2014年度10か所 24名、2015年度５か所 25名が研修を修了。
・平成28年度は、90名の講師人材を育成し、214チーム・751名が相談員研修を受講。
・平成29年度は、61名の講師人材を育成し、277チーム・979名が相談員研修を受講。市民公開講座は129名が参加。 (※2017年度公開講座チラシ)

・平成30年度は、97名の講師人材を育成し、319チーム・1,136名が相談員研修を受講。
・令和元年度は、240チーム・960名以上が相談員研修を受講することを目標。イベントは参加者15,000名目標。

対象者

一般の方

研修事業 普及啓発事業

事業概要

開催実績／予定

「人生会議」普及啓発のための国

民向けイベントの開催を予定

（全国8か所、計10回以上）

令和元年度予算額 99,987千円
（平成30年度予算額 65,747千円）
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10～15の自治体 （自治体職員、在宅医療関係者、救急医療関係者等）を対象に、
グループワークを実施。

・連携ルールの内容検討
・連携ルール運用までの工程表の策定 に取り組むための支援を実施

＜背景・課題＞ 本人の意思に反した（延命を望まない患者の）救急搬送が散見
国民の多くが人生の最期を自宅で迎えることを希望している。一方、高齢者の救急搬送件数も年々増加し、また大半は、人生の最終段階にお

ける医療等について、家族と話合いを行っていない。このような背景を踏まえると、今後、本人の意思に反した救急搬送が増加する懸念がある。

＜対策＞ 患者の意思を関係機関間で共有するための連携ルールの策定支援
先進自治体では、在宅医療関係者と救急医療関係者の協議の場を設け、救急搬送時の情報共有ルールの設定や、住民向け普及啓発に取り

組んでいる。こうした先進事例をもとに、複数の自治体を対象としたセミナーを実施し、連携ルール策定のための重点的な支援を行う。また、本取
組について全国的な横展開を推進していくことで、人生の最終段階において本人の意思が尊重される環境を整備する。

・既に連携ルールを運
用している先進自治体
の取組（連携ルールの
運用に至る工程、課
題）を分かりやすく紹
介

在宅医療・救急医療連携セミナー

・有識者や先進自治体
の支援のもと、連携
ルールの検討や工程
表策定についてグルー
プワークを実施。

予め、
本人の意向を
家族やかかりつ
け医等と共有し、
人生の最終段階
における療養の
場所や医療につ
いて、本人の意
思が尊重される
取組を推進

本人の意思に反し
た搬送例が散見

連携ルール運用に至るまでの手順や、運用後の課題等をとりまとめ、

全国の自治体に情報提供することで、参加自治体以外への横展開を推進

救急医療、消防、在宅医
療機関が、患者の意思
を共有するための連携
ルール等の策定を支援

問題意識

対策

先進事例の紹介

・セミナーで策定した
工程表の実施状況や
課題を把握し、工程
表の改善等を支援。

有識者による
策定支援

継続的な
フォローアップ

方向性

ルールに沿っ
た情報共有

在宅医療・救急医療連携セミナー

全国的な横展開の推進

令和元年度予算額 16,977千円
（平成30年度予算額 16,977千円）
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指針見直し検討

オンライン診療の適切な推進に向けて

○ オンライン診療の一層の充実を図るため、関係学会や事業者等とも協力し、オンライン診療の安全
性・有効性に係るデータや事例の収集、実態の把握を進める。

○ オンライン診療の普及状況、技術の発展やデータ等の収集結果に基づき、「オンライン診療の適切
な実施に関する指針」について、定期的に内容を見直す。

○ 診療報酬においては、 「オンライン診療料」等の普及状況を調査・検証し、その結果等を踏まえ
て、次期以降の診療報酬改定に向けて必要な検討を行う。

2018年 2019年 2020年

今後のスケジュール

9月頃～ 6月頃～改定検証調査
（現場の普及状況等）

調査結果を踏まえ
中医協で議論

2020年度
診療報酬改定

2019年
指針・QA改訂

2020年
指針・QA改訂

2018年4月
診療報酬改定

2018年3月
指針策定

指針見直し検討
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医療機関における医師の労働時間の短縮の取組に対する支援

 2019年４月に働き方改革関連法が施行されるが、医師についても適用が猶予されている時間外労働上限規制の５年後
の適用に向け、医療現場において医師の労働時間の短縮策を進める必要がある。

 具体的には、2018年２月にとりまとめた「緊急的な取組」について、さらに推進する必要がある。

医療機関の機能分化・連携、
医師偏在対策、医師養成、
上手な医療のかかり方

の周知等

【「緊急的な取組」のさらなる
推進】

・医師の労働時間管理の適正化
に向けた取組

・３６協定等の自己点検
・既存の産業保健の仕組みの活

用
・タスク・シフティングの推進
・女性医師等に対する支援
・医療機関の状況に応じた医師

の労働時間短縮に向けた取組

～2019年3月

医師について時間外労働上
限時間を含めたとりまとめ

2024年4月に向けて
○各医療機関において「医師勤務時間短縮計画」を策定するよう、各都道府県（医療勤務環境改善支
援センター）を通じて促す
※平成31年度から、医療勤務環境改善支援センターの助言の下に作成した医師勤務時間短縮計画に基づき取得した器
具・備品・ソフトウエアについては、税法上の特別償却制度が適用される

○令和元年度予算において新規に計上している各種事業により、各医療機関の取組をバックアップ
・タスク・シフティング等勤務環境改善推進事業
⇒好事例の増加その横展開

・医療機関の勤務環境マネジメント向上支援事業
⇒全国の病院長の勤務環境改善に係る意識改革

・医療従事者の働き方改革支援資金
⇒（独）福祉医療機構による融資拡充

○医療勤務環境改善支援センターが都道府県労働局や日本医師会等関係機関と連携した、働き方改革
関連法の説明会の実施
※都道府県宛て厚生労働省医政局医療経営支援課長通知発出（平成30年11月21日付）

○医療勤務環境改善支援センターの機能強化
・外部有識者による医療勤務環境改善支援センターのアドバイザー等職員に対する助言派遣事業実施
・医療勤務環境改善支援センター職員も交え有識者による医療機関支援モデル事業実施
・勤務環境改善の推進による病院経営への影響に関する調査・研究事業により、経営改善にもつなが

ることを周知するための好事例を提供
・医療勤務環境改善支援センターのアドバイザー等職員向け教材作成により好事例紹介
・都道府県の担当課長や担当者を一堂に会した会議や研修会実施

○医療機関向け勤務環境改善支援のための「いきいき働く医療機関サポートＷｅｂ（いきサポ）」掲
載の好事例更新及び各医療機関が自院の取り組む勤務環境改善の状況を全国比較するための自己診断
機能を追加

・医師の意識改革

上記の他
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医療機関における医師の労働時間の短縮に向けて（ロードマップ）

年度 ２０１８ ２０１９ ２０２０ ２０２１ ２０２２ ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６

医
療
機
関
内
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

医
師
の
労
働
時
間
短
縮
に
向
け
た
緊
急
的
な
取
組

労働時間管理
の適正化

・時間外労働の上限
時間数の方向性を
提示

・宿日直許可基準の
現代化、研鑽の取
扱いの提示

・緊急的な取組の都
道府県（勤改セン
ター※）・団体等
を通じた周知・促
進

※都道府県医療機関
勤務環境改善支援
センター

３６協定等の自
己点検

産業保健の仕
組みの活用

ﾀｽｸ･ｼﾌﾃｨﾝｸﾞ
の推進

女性医師等の
支援

医療機関の状
況に応じた医
師の労働時間
短縮に向けた
取組

医師の意識改革

医療勤務環境マネジ
メントシステムの導入
促進、好事例の収
集・周知

人
材
養
成

医師事務作業
補助者等（専門
職支援人材）

特定行為研修
修了看護師

特定行為研修修了者
数約1,000人

・パッケージ化に向けた
省令改正

・特定行為研修施設の
募集強化

特定行為研修修了者
（外科術後病棟管理領
域、術中麻酔管理領域）
約10,000人目標

地
域
医
療
提
供
体
制

地域内の医療機関
の機能分化・連携

の推進

医師偏在対策
医師偏在対策に向け
た医療法等改正法成
立

改正医療法の順次施行

都道府県による医師確
保計画策定

医師の養成
医師需給分科会第３
次中間取りまとめ
（2021年までの医師
養成数）

医師の勤務実態把握調
査

2021年以降の医師需給
の検討

国民の医療のかか
り方

上手な医療のかかり
方に関する懇談会提
案

関係機関への働きかけ、
周知コンテンツの作成、
集中的周知広報実施

上限規制スタート

地域医療構想の実現に向けた取組の強化（医療機関の再編や在宅医療等への移行等）

よ
り
質
の
高
い
医
療
提
供
体
制
構
築

暫定特例水準対象医療機関については、
・病院長向け勤務環境マネジメント研修受講や医師
の労働時間短縮のための計画策定が必要（医療機
関）

・地域医療支援センターによる地域枠医師等の派遣
や各種補助金等による支援を行うこととする

2024年までに暫定特例水準対象医療機関数の縮減を図る

医療機関向け勤務環境改善Ｗｅｂサイト（いきサポ）掲載の好事例を充実し、横展開

病院長向けトップマネジメント研修等による管理者の意識改革

タスク・シフティング等勤務環境改善推進事業等により好事例創出 ※ICT活用含む

好事例を分析し、タスク・シフティング等勤務環境改善を一層促進

病床の機能分化・連携の促進

医師確保計画に基づく医師偏在対策の実施［都道府県］ 次期計画に基づく医師偏在対策の実施［都道府県］
PDCAサイクルに基づ
き次期計画策定

地域医療支援センターが派遣調整する地域枠医師の増加（約1万人へ）

引き続き、医療勤務環境改善支援セン
ター等の取組を通じて
医療機関全体の労働時間短縮を図る

医療機関内の専門職支援人材のスキルアップ方策等の検討 医療機関内の専門職支援人材のスキル
アップ方策等の実施に向けた取組

医療機関内における専門職支援人材の活用の推進

地域医療構想の実現

特定行為研修制度（パッケージ研修）によるチーム医療の推進

効果を検証し、さらに効果的な広報実施

医師の働き方改革や労働実態、医師偏在対策や医師偏在の
状況等を勘案した医師養成

引き続き、定期的な医師需給推計

重点的支援対象機関の洗い出し
・医療勤務環境改善支援センター
：病院長向け勤務環境マネジメント研修受講勧奨等医療機関内のマネジメント改革支援

・地域医療支援センター：地域枠医師等の派遣
・その他、地域内における医療機関の機能分化・連携の推進、各種補助金等による支援

約2千人地域枠医師（2018）

医療機関向け説明会の集中開催（宿日直、
研鑽、上限時間数、健康確保措置等）

連続勤務時間制限、勤務間インターバルの導入促進労働時間管理の適正化の徹底 より質の高い医療へ

暫定特例水準対象医療機関の労働時間短縮を図り、
暫定特例水準対象医療機関数の縮減を図る

全ての公立・公的医療
機関等における具体的
対応方針の合意形成
（地域医療構想）

総合的推進

一般則超の労働時間となっている医療機
関に医師等勤務時間短縮計画策定促進
※税制等によるインセンティブ

現行制度に基づく導入促進とともに、医師の長時間労働の実態がある一定の医療機関に医師労働時
間短縮計画の義務づけを検討

（（Ａ）・（Ｂ）水準の適用を中心に整理したもの）
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医学部定員

地域枠

8,280人
（昭和56～59年度） 7,625人

(平成15～19年度)

昭和57年
閣議決定

「医師については
全体として過剰を

招かないように配慮」

昭和48年
閣議決定

「無医大県解消構想」

平成

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

医学部定員 7625 7625 7625 7793 8486 8846 8923 8991 9041 9069 9134 9262 9420

地域枠 64 129 183 403 749 1141 1257 1309 1400 1427 1525 1617 1674

地域枠の割合 0.8% 1.7% 2.4% 5.2% 8.8% 12.9％ 14.1% 14.6% 15.5% 15.7% 16.7% 17.5% 17.8%

医学部入学定員と地域枠の年次推移

○ 平成20年度以降、医学部の入学定員を過去最大規模まで増員。

○ 医学部定員に占める地域枠*の数・割合も、増加してきている。

（平成19年度183人（2.4％）→平成29年1674人（17.8％））

地域枠*：地域医療に従事する医師を養成することを主たる目的とした学生を選抜する枠であり、奨学金の有無を問わない。

昭和

地域枠の人数については、文部科学省医学教育課調べ

（人） 9,420人
(平成29年度)

1,795人の増員
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一部の地域で医師の不足が深刻化している状況を踏まえ、平成２０年度以降、地域
枠を中心に医学部定員数を暫定的に増加（平成31年度が期限）
※地域枠：地域医療に従事する医師を養成することを主たる目的とした学生を選抜する枠であり、奨学

金の有無を問わない

【総務大臣、財務大臣、文部科学大臣、厚生労働大臣による確認書（平成18年８月）】
「地域間の偏在により一部の地域における医師の不足が深刻な現下の状況にかんがみ
（略）現行の当該県内における医師の養成数に上乗せする暫定的な調整の計画を容認」

平成20年度以降の医学部定員の暫定増員

今後の方針

令和２年度以降の医師養成数について検討が必要
⇒医政局「医療従事者の需給に関する検討会 医師需給分科会」において、医師需給推計のうえ検討

医学部定員数について

需給推計結果
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（人）

平成29年
過去最大の9,420人

うち地域枠1,674人

1,795人の増員

医師養成数の方針

暫定的な需給推計結果を踏まえ、平成31年度の医学
部定員を超えない範囲で、その必要性を慎重に精査
する。

【令和2年度、3年度】

令和４年度以降の医師養成数について

「医師の働き方改革に関する検討会 報告書」でとりまとめられた医

師の働き方改革に関する結論、医師偏在対 策の状況等を踏まえ、

再度、医師の需給推計を行った上で検討を行う

令和2年度令和元年度平成30年度

医師の働き方改革の議論
（時間外労働規制含む）

タスク・シフティング等の医療現場への定着促進

医師偏在対策（医師偏在対策を盛り込んだ医療法・医師法改正法）

再度
需給推計

4年度以降の方針の
検討

○ 医師需給は、労働時間を週60時間程度に制限する等の仮定をおく「需
要ケース２」において、平成32年度医学部入学者が臨床研修を修了す
ると想定される2028年（平成40年）頃に均衡すると推計される。

供給推計 今後の医学部定員を平成30年度の9,419人として推計。

※１ 勤務時間を考慮して、全体の平均勤務時間と性年齢階級別の勤務時間の比を仕事率
とした

需要推計 分科会において了承の得られた仮定に基づき、以下の通り、一定
の幅を持って推計を行った。

・ケース１（労働時間を週55時間に制限等≒月平均60時間の時間外・休日労働に相当）
・ケース２（労働時間を週60時間に制限等≒月平均80時間の時間外・休日労働に相当）
・ケース３（労働時間を週80時間に制限等≒月平均160時間の時間外・休日労働に相当）

※２ 医師の働き方改革等を踏まえた需要の変化についても、一定の幅を持って推計を行った



医薬品産業強化総合戦略の主な内容

● 我が国の医薬品産業について、長期収載品に依存するモデルから、より高い創薬力を持つ産業構造に転換するた
め、「医薬品産業強化総合戦略」を見直し、革新的バイオ医薬品等の研究開発支援やベンチャー企業への支援、流
通改善に向けた取組を進める。

１ 日本発のシーズが生まれる研究開発環境の改善

○ がんゲノム医療推進コンソーシアムの構築による革新的な医薬品等の開発推進

○ データベース情報の解析を踏まえた戦略的な革新的シーズ開発の推進
○ 臨床研究・治験の患者向け公開データベースの整備

２ 薬事規制改革等を通じたコスト低減と効率性向上

○ 審査プロセスの予測性の高い開発支援型の「条件付き承認制度」や「さき
がけ審査指定制度」を制度化

○ ＡＩの活用による医薬品研究開発支援
○ リアルワールドデータの利活用促進（医療情報データベース（MID-

NET）を活用した医薬品安全対策の促進）
○ PMDAの体制整備

○ 新生産技術に対応した効率的な品質管理等のルールの策定
○ バイオ医薬品に関する人材の育成とＰMDAの体制整備

３ 医薬品の生産性向上（バイオシミラーを含む）と

製造インフラの整備

４ 適正な評価の環境・基盤整備

○ 最適使用推進等の各種臨床ガイドラインの整備
○ バイオシミラーの科学的評価、品質等の情報発信を含む、バイオシミラーの
使用促進

５ 日本発医薬品の国際展開の推進

○ 国際規制調和戦略の推進（日本規制の海外展開、途上国への規制ト
レーニングの提供）

○ 医薬品等の国際展開に向けた環境整備のための人材育成

６ 創薬業界の新陳代謝を促すグローバルなベンチャーの創出

○ 医療系ベンチャー相談等による規制と開発・評価の連携した支援
○ 医療系ベンチャー企業の人材育成、各種機関とのマッチング推進
○ ベンチャー創出に向けた金融市場の整備

７ 医療用医薬品の流通改善への一層の対応

○ 流通改善ガイドラインに基づく取組の推進

59.2億円（平成30年度49.1億円）

25.2億円（平成30年度23.1億円）

18.5億円（一部再掲）（平成30年度18.4億円）

2.5億円（一部再掲）（平成30年度2.8億円）

19.5億円（一部再掲）（平成30年度19.3億円）

5.8億円（平成30年度5.8億円）

平成27年９月４日策定
平成29年12月22日一部改訂
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日本創薬力強化プラン2019

＜概要＞
より高い創薬力を持つ産業構造への転換を図るため、我が国の創薬力強化にかかる創薬環境強化経費

及び医療分野の研究開発関連経費（AMED経費）の予算を要求する。あわせて、研究開発税制を拡充
し、製薬産業における研究開発投資の促進を図る。

１ 日本発のシーズが生まれる研究開発環境の改善

２ 薬事規制改革等を通じたコスト低減と効率性向上

３ 医薬品の生産性向上（バイオシミラーを含む）と
製造インフラの整備

５ 日本発医薬品の国際展開の推進

４ 適正な評価の環境・基盤整備

６ 創薬業界の新陳代謝を促すグローバルなベンチャーの創出

１．「医薬品産業強化総合戦略」の見直しに伴う
創薬環境強化経費

がんゲノム医療の実現、データベース活用創薬、AIの活用

早期承認制度、リアルワールドデータの活用、規制改革

品質管理ルールの整備、バイオ技術人材の育成

国際規制調和、国際展開に向けた人材育成

臨床ガイドラインの整備、バイオシミラー使用促進

医療系ベンチャー企業への支援、人材育成

２．医療分野の研究開発関連経費
（AMEDを通じて交付される経費）

１ 横断型統合プロジェクト

革新的医薬品創出に向けた研究開発の充実、臨床研究中核病
院を活用した革新的医薬品等の研究開発の推進にかかる経費等

２ 疾患領域対応型統合プロジェクト

がん、精神・神経疾患、新興・再興感染症、難病等の
各疾患領域に対応した研究開発の推進にかかる経費等

87.1 (71.9)億円
251.5(254.7)億円
＜一部再掲＞

250.8 (236.5)億円
＜一部再掲＞

上記統合プロジェクト以外の研究開発等 74.7 (74.1)億円

474.0(475.4)億円
＜再掲除き＞

25.2(23.1)億円

18.5(18.4)億円
＜一部再掲＞

5.8(5.8)億円

19.5(19.3)億円
＜一部再掲＞

2.5(2.8)億円
＜一部再掲＞

122.0(104.9)億円
＜再掲除き＞

令和元年度予算
566.1(552.1)億円＜１、２間の重複除き＞

（ ）内は前年度予算

【研究開発税制の拡充】

１ オープンイノベーション型の大幅拡充
２ 試験研究費の増加インセンティブ強化

３ 医療研究開発革新基盤創成事業（CiCLE）
産学官の連携を通じて、新たな医薬品・医療機器等

の創出に向けた研究開発等を推進
平成３０年度補正予算で要求

（内閣府計上：２５０億円）
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試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除（研究開発税制）の延長・拡充
（所得税、法人税、法人住民税）

研究開発税制について、次の見直しを行う。

１．大綱の概要

２．見直しの内容

上乗せ措置
（時限措置）

本体（恒久措置）

① 控除率について、試験研究費の増加インセンティブを強化
② 試験研究費割合が10％を超える企業について、控除率を上乗せする仕組みの創設【２年間時限】
③ スタートアップベンチャー企業（※）について、控除上限を40％（現行25％）に引上げ
（※）設立後10年以内の法人のうち、当期において翌期繰越欠損金額を有するもの

【Ａ 総額型】 控除額 ＝ 試験研究費の総額×６～14％

【Ｂ オープンイノベーション型】控除額 ＝ 特別試験研究費の額×20～30％

【控除上限】

B:５％→10%

【控除額】

A:25%
（40％）

① 総額型の控除上限の上乗せ措置を２年間延長
（※）売上高に対する試験研究費割合が10％を超える場合、控除上限を最大10％上乗せできる仕組み

② 高水準型を総額型に統合（２年間の時限、Ａ②参照）

【Ａ’ 】

■ 法人税額から試験研究費の一部を控除できる制度
■ 法人税額の最大40％→最大45％（スタートアップベンチャーは最大60％）

Ａ’ :10%
（上乗せ）

（※）大企業への委託研究の要件
イ．委託に基づき行う業務が、受託者において試験研究に
該当すること

ロ．委任契約等において、成果を委託法人が取得することと
していること

ハ．委託する試験研究が基礎研究又は応用研究に該当
するか、受託者の知的財産等を利用するものであること

ニ．委任契約等において、試験研究の類型等一定の事項
が定められていること

① 大企業に対する委託研究（※）を対象に追加（控除率20％）
② 研究開発型ベンチャー企業との共同・委託研究について、控除率を25％
（現行20％）に引上げ

③ 控除上限を10％（現行５％）に引上げ
④ 薬機法改正を前提に、特定用途医薬品等に関する試験研究を対象に追加
⑤ 大学等との共同研究について、研究開発のプロジェクトマネジメント業務等を担う者
の人件費の適用を明確化

（総額型の見直し（①）と新たな上乗せ措置（②））

（総額型の控除上限の上乗せ措置）
・上乗せできる割合＝（試験研究費割合-10）×２

試験研究費
割合

11％ 12％ 13％ 14％ 15％

上乗せ分 2％ 4％ 6％ 8％ 10％

47



バイオ後続品について

バイオ後続品
後発医薬品

（バイオ後続品を除く）

分子構造 巨大かつ複雑 小さく単純

有効性・安全性 先行品とほぼ同じ 先発品と同じ

治 験
（有効性・安全性を評価する

試験）
必要 不要

開発費用・製造設備費用
高い（２００～３００億円）

※ 先行品は１，０００億円
低い（１億円程度）

※ 先発品は３００～１，０００億円

先行品（先発品）
との価格差

大きい 小～大

薬価基準に収載
されている品目数

（2019年7月1日時点）

５０
＜９成分＞

９，８７４

「バイオ後続品」は、国内で既に承認されたバイオテクノロジー応用医薬品と同等
・同質の有効性、安全性を有することが治験により確認されている医薬品である。

※バイオテクノロジー応用医薬品とは、微生物や細胞が持つタンパク質をつくる力
を利用して生産される、ヒト成長ホルモン、インスリン、抗体などの「遺伝子組
換えタンパク質」を有効成分とする医薬品である。

（バイオ後続品とその他の後発医薬品の比較表）
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先行バイオ医薬
品
（ｼﾞｪﾉﾄﾛﾋﾟﾝ）

バイオ後続品

（ｿﾏﾄﾛﾋﾟﾝBS皮下
注「ｻﾝﾄﾞ」）

化成品（先発）

（ｱｽﾋﾟﾘﾝの先発
品）

化成品（後発）

（ｱｽﾋﾟﾘﾝの後発
品）

平面構造

分子量：約22,125 

先行バイオ医薬品とア
ミノ酸配列が同じ

分子量：180 

先発と同じ

立体構造

先行バイオ医薬品と違
う

先発と同じ

有効性 成長ホルモン分泌不全
性低身長症など

先行バイオ医薬品とほ
ぼ同じ

関節リウマチなど 先発と同じ

比較表

（イメージ）

（イメージ）
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初めて収載されるバイオ後続品の薬価について

•バイオ後続品の場合：先行品の薬価の0.7掛け
※内用薬で10品目を超える場合は0.6掛け

※臨床試験の充実度に応じて、最大10％の加算有り

•化学合成品の場合 ：先発品の薬価の0.5掛け
※内用薬で10品目を超える場合は0.4掛け

先行品

（先発品）

新規バイオ後続品新規後発品

（化学合成品）

×０．５
×０．７
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バイオシミラーの普及状況（金額ベース）
単位：百万円
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バイオ医薬品開発促進事業

○ 平成28年12月に４大臣で合意された「薬価制度の抜本改革に向けた基本方針」において、「革新的バイオ医薬品及びバイオシミ
ラーの研究開発支援方策等の拡充を検討する」とされている。

○ また、平成30年６月１５日に閣議決定された経済財政運営と改革の基本方針201８において、「バイオ医薬品の研究開発の推進
を図るとともに、バイオシミラーについては、「経済財政運営と改革の基本方針2017」 を踏まえ、有効性・安全性等への理解を得な
がら研究開発・普及を推進する」とされている。

○ そうした中、国内でのバイオ医薬品（バイオシミラーを含む） の製造技術や開発手法を担う人材が不足しており、また、バイオシミ
ラーについては、その認知度も低く、医療関係者の間でもその位置付けについて議論がある。

背景

概要

○ 製薬企業やバイオベンチャーの社員等に対して、バイオ医薬品の製造技術、開発ノウハウ等に関する研修を実施
○ バイオシミラーの科学的評価、品質等について、医療従事者に対して、正しい理解を広めるため、専門家や医療関係者等に
よるセミナーや講習会を開催。

○ バイオシミラーの科学的評価、品質、価格等に関して、患者・国民に対し普及を図る（セミナー、リーフレット作成等）。

厚生労働省 委託

技術研修、講習会の開催、医療従事者向けパンフレット・ハンドブック作成、一般向けリーフレット作成 等

令和元年度予算額 ４４，４６８千円 （３３，８７４千円）

関係学会等

・バイオベンチャー社員、学生等への製造技
術、 開発手法の研修実施
・医療従事者、患者向けのセミナー開催、
資材作成 等

バイオ医薬品の製造技術・開発手法の研修による人材育成
バイオシミラーについて医療関係者及び患者・国民に正しい理解の促進
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注）「使用割合」とは、後発医薬品のある先発医薬品」及び「後発医薬品」を分母とした「後発医薬品」の使用割合をいう。

後発医薬品の使用割合の推移と目標

⑦薬価制度の抜本改革、患者本位の医薬分業の実現に向けた調剤報酬の見直し、薬剤の適正使用等
2020年（平成32 年）９月までに、後発医薬品の使用割合を80％とし、できる限り早期に達成できるよう、更な
る使用促進策を検討する。

「経済財政運営と改革の基本方針2017」（平成29年６月９日閣議決定）（抄）
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注１） 保険薬局で、レセプト電算処理システムで処理された調剤レセプトのデータをもとに分析したものであり、院内処方（入院、院内調剤）及び紙レセプトを含まない数値である （出典：

「最近の調剤医療費（電算処理分）の動向」（厚生労働省保険局調査課）） 。

注２） 保険薬局の所在する都道府県ごとに集計したものである。

注３） 「数量」とは、薬価基準告示上の規格単位ごとに数えた数量をいう。
注４） 後発医薬品の数量シェア（置換え率）＝〔後発医薬品の数量〕／（〔後発医薬品のある先発医薬品の数量〕＋〔後発医薬品の数量〕）

都道府県別後発医薬品の使用割合

 都道府県における後発医薬品の数量シェアは、地域格差がある。
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注）・用語の定義は以下のとおりである。
後発医薬品：GENERIC PRODUCTS（パテント等で過去一度も保護されたことのない通常の後発医薬品と、オーソライズドジェネリック）

EARLY ENTRY GENERIC PRODUCTS（先発医薬品保護期間中に上市されたオーソライズドジェネリック）
BIO-COMPARABLE PRODUCTS（バイオ後続品）

長期収載品：NON-GENERIC PRODUCTS（後発医薬品でなく、過去保護されていたが現在は保護が切れているもの。バイオ後続品の参照対象となる先行バイオ医薬品含む。また2013.10～2014.9までは保護期間中のオーソライズドジェネリックの参照対象
となる先発医薬品も含む。）

・「2014」はIQVIA, MIDAS, Market Segmentation, MAT Sep 2014, RX only（PRESCRIPTION BOUND）をもとに後発医薬品の各国の数量（SU）ベースでの後発医薬品のシェアを算出。IQVIAMIDAS dataでは、直販分の数量を把握できないため、後発医薬品の直販
が他国と比較して多い日本については、IQVIA社データにおける日本のジェネリック医薬品市場のカバー率（売上金額ベース、2013.4～2014.3で70.9％、日本ジェネリック製薬協会調べ）をもとに推計を行っている。

・「2015」はIQVIA, MIDAS, Market Segmentation, MAT Sep 2015, RX only（PRESCRIPTION BOUND）をもとに後発医薬品の各国の数量（SU）ベースでの後発医薬品のシェアを算出。IQVIA MIDAS dataでは、直販分の数量を把握できないため、後発医薬品の直販
が他国と比較して多い日本については、IQVIA社データにおける日本のジェネリック医薬品市場のカバー率（売上金額ベース、2014.4～2015.3で73.1％、日本ジェネリック製薬協会調べ）をもとに推計を行っている。

・「2016」はIQVIA, MIDAS, Market Segmentation, MAT Sep 2016, RX only（PRESCRIPTION BOUND）をもとに後発医薬品の各国の数量（SU）ベースでの後発医薬品のシェアを算出。IQVIA MIDAS dataでは、直販分の数量を把握できないため、後発医薬品の直販
が他国と比較して多い日本については、IQVIA社データにおける日本のジェネリック医薬品市場のカバー率（売上金額ベース、2015.4～2016.3で76.7％、日本ジェネリック製薬協会調べ）をもとに推計を行っている。

・「2017」はIQVIA, MIDAS, Market Segmentation, MAT Sep 2017, RX only（PRESCRIPTION BOUND）をもとに後発医薬品の各国の数量（SU）ベースでの後発医薬品のシェアを算出。 IQVIA MIDAS dataでは、直販分の数量を把握できないため、後発医薬品の直販
が他国と比較して多い日本については、IQVIA社データにおける日本のジェネリック医薬品市場のカバー率（売上金額ベース、2016.4～2017.3で80.5％、日本ジェネリック製薬協会調べ）をもとに推計を行っている。

・「2018」はIQVIA, MIDAS, Market Segmentation, MAT Sep 2018, RX only（PRESCRIPTION BOUND）をもとに後発医薬品の各国の数量（SU）ベースでの後発医薬品のシェアを算出。IQVIA MIDAS dataでは、直販分の数量を把握できないため、後発医薬品の直販
が他国と比較して多い日本については、IQVIA社データにおける日本のジェネリック医薬品市場のカバー率（売上金額ベース、2017.4～2018.3で82.9％、日本ジェネリック製薬協会調べ）をもとに推計を行っている。

・後発医薬品のシェア＝後発医薬品／（後発医薬品＋長期収載品）×100（％）
（出典）Copyright © 2019IQVIA, MIDAS, Market Segmentation, MAT Sep 2018, RX only（PRESCRIPTION BOUND）他、無断転載禁止
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各国の後発医薬品の数量シェアの推移（各年10月～９月の合計値より算出）

 後発医薬品の使用促進により、数量シェアはフランスに近づきつつある。
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後発医薬品推進の主な具体策

安定供給・品質の信頼性確保 情報提供・普及啓発 医療保険制度上の事項

 安定供給  医療関係者への情報提供  診療報酬上の評価等

 品質の信頼性確保  普及啓発  薬価改定・算定

• 安定供給に支障を生じた事例につ
いて、メーカーに対して、原因究
明と再発防止の改善を指導

• 業界団体・メーカーにおいて安定
供給のためのマニュアル等の推進
をするよう通知において指導

• 国立医薬品食品衛生研究所に設置
した「ジェネリック医薬品品質情
報検討会」を司令塔として品質検
査の実施や情報発信

• メーカーが医療関係者を対象とし
てセミナー開催・工場見学・情報
発信を積極的に実施

• 厚生労働省において後発医薬品の
品質に関する情報を掲載した「後
発医薬品品質情報」を年２回発行

• 各都道府県において医療関係者等
をメンバーとする協議会を開催し
て情報提供・共有を推進

• 地域の中核的な病院等において汎
用後発医薬品リストを作成して、
地域の医療機関に情報提供を実施

• 政府広報の活用やポスター・リー
フレット等による普及啓発の推進

• 医療保険の保険者において後発医
薬品を利用した場合の負担額の違
いについて被保険者へ知らせるた
めの通知を発出

※ バイオシミラーについても、有効性・
安全性等への理解促進のため、医療関係
者や患者・国民に対しセミナーを開催

• 一般名による処方の推進（一般名処方
加算）

• 数量シェア目標を踏まえた後発医薬品
使用体制加算の設定（後発品医薬品使
用体制加算及び外来後発医薬品使用体
制加算）

• 数量シェア目標を踏まえた後発医薬品
調剤体制加算の設定（後発医薬品調剤
体制加算）

• 後発医薬品の数量割合が著しく低い
(20%以下)薬局への調剤基本料の減算

【医療機関】

【薬局】

• 新規収載される後発医薬品の薬価
について、原則として先発医薬品
の薬価の６割としていたものを5
割に引下げ

（10品目を超える内用薬は４割）
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 医薬品・医療機器分野のベンチャー（医療系ベンチャー）を育てる好循環（ベンチャーのエコシステム）の確立に向け、「医療のイノ
ベーションを担うベンチャー企業の振興に関する懇談会」を2015年12月より開催し、2016年７月に報告書が取りまとめられた。

 報告書における提言内容を実行するため、体制の整備や予算等の措置を行い、医療系ベンチャーを支援するための各種の取り組みを
推進している。

エコシステムを醸成する制度づくり
エコシステムを構成する人材育成と

交流の場づくり
「オール厚労省」でのベンチャー

支援体制の構築

 革新的医薬品及び革新的医療機器
の早期承認制度を導入

 2018年度薬価制度改革において、
ベンチャー企業の特性を踏まえたイノ
ベーション評価等を導入

 革新的医療機器・再生医療等製品
の承認申請にかかる相談料・審査手
数料に係る減免措置を実施

 2018年度予算事業として、以下を実施

• ベンチャー企業等からの相談応需や人
材支援等の事業（ベンチャートータルサ
ポート事業）を実施

• 大手企業等のキーパーソンとベンチャー
のマッチングに資するイベント「ジャパン・ヘ
ルスケアベンチャー・サミット」 を開催
（2018年度は10月に開催）

 医政局経済課にベンチャー等支援戦略室を設
置（2017年４月）

 ＰＭＤＡにイノベーション実用化支援業務調
整役（部長級）を配置

 支援施策について検証するとともに、より効果
的な事業のあり方について意見を聴取し、今後
の施策に反映させるため、 「医療系ベンチャー

振興推進会議」を開催 等

報告書における振興方策のための３つの柱と、具体的な取り組み

振興方策を強化するための取組

１．ベンチャートータルサポ－ト事業（MEDISO）の拡充
知財管理、薬事申請、経営管理、海外展開等、医療系ベンチャーが各開発段階で抱える課題について相談対応や事業戦略の

策定等による支援を行うとともに、今年度は新たに、医療系ベンチャーへのアカデミアや大手企業からの人材流動を促す事業を実施
することにより、医療系ベンチャーのより一層の振興を図る。

２．「ジャパン・ヘルスケアベンチャー・サミット」の開催
引き続き、パシフィコ横浜における「BioJapan」との共同によるマッチングイベントを開催し、ブースの出展、シンポジウムの開催、ベン

チャー支援プログラムの実施等により、ベンチャーと大手企業や支援機関等とのマッチングのさらなる推進を図る。

３．医療系ベンチャー振興推進会議による施策の検証
年３回程度の会議における議論を通じて、支援施策の効果の検証等を行い、改善につなげるＰDＣＡサイクルの構築を図る。

医療系ベンチャー振興のための取組
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・ ベンチャー振興において、エコシステム（好循環）の形成はもっとも重要な課題。

・ 特に医療系ベンチャーにとっては、大手製薬・医療機器企業等の事業・開発のパートナーを獲得する

ことは死活問題。

・ しかし、日本の現状では、医療系ベンチャーに関わる人的ネットワークが分散しているという課題が

ある。

・ 大手企業、金融機関、研究機関、医療機関等のキーパーソンとベンチャーのマッチングに

資するイベント「ジャパン・ヘルスケアベンチャー・サミット」を開催する。

平成３０年度は、「ジャパン・ヘルスケアベンチャー・サミット２０１８」を１０月１０日（水）～１２日（金）にパシ
フィコ横浜にて開催。

ベンチャー企業、アカデミア等による出展（延べ１０５団体）やシンポジウムなどを実施。

同時開催の 「Bio Japan2018」「再生医療ジャパン2018」と合わせて、３日間で延べ１６，０３９人が来場。

課

題

対
応

「ジャパン・ヘルスケアベンチャー・サミット」の開催について
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出展者 ８０ブース（延べ１０５団体）

ベンチャー企業等 ５７社（１大学を含む）
医薬品系 １３社
医療機器系 １１社
再生医療等製品系 １３社
プラットフォーム系 １８社
その他（試薬類） ２社

金融・ベンチャーキャピタル ４社

開発支援 ８団体

新薬メーカー １ブース（計８社） ※他ブースの１社含む

インキュベーション施設 ４施設

業界団体 １団体

臨床研究中核病院 １ブース（計６病院）

公的機関 ４機関
↑ ブースイメージ

↓ プレゼンテーションエリア イメージ

２０１８年１０月１０日（水）～１２日（金） パシフィコ横浜

出展者によるマッチング成立数 １，１５３件

（パートナリングシステムにより面談を行った実績数）

前回の開催実績
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２０１９年度予算
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医療 福祉

〇 医療分野では、医師をはじめとした医療従事者の労働時間短縮に向けて、意識改革やタスクシフティ
ング等の推進、業務効率化に資するＩＣＴの活用方策等の検討・普及を図る。

〇 福祉分野では、ロボット・ＩＣＴの活用、作成文書の見直し、業務プロセスの構築など業務効率化・
生産性向上に資する取組を普及し、現場の実践につなげる。

＜介護分野＞
「生産性向上ガイドライン」を作成し、協議会開催など事業者
団体による横展開を推進。今後も見直し･普及を進める。

＜障害福祉・保育分野＞
業務の実態把握等の上、今後ガイドラインの作成･普及を行う。

生産性向上ガイドラインの作成・普及・改善

文書量削減等に向けた取組

＜介護・障害福祉分野＞
国及び自治体が求める文書や事業所が独自に作成する文書の
見直しを進め、文書量の削減に取り組む。また、報酬改定対
応コストについて実態把握を行い、その結果等も踏まえ、介
護報酬に係る事務の簡素化も含め削減に向けた検討を行う。
＜保育分野＞
保育所の給付事務に係る請求書様式の標準化など、文書の見
直しに取り組む。

極めて長時間労働の医師の労働時間短縮のイメージ

職場環境の改善

業務の明確化と役割分担

手順書の作成

記録・報告様式の工夫

情報共有の工夫

ＯＪＴの仕組みづくり

理念・行動指針の徹底

削減できない時間

会議等の効率化

医療機関間の連携、機能分化

削
減
可
能
時
間

タスクシェア・シフトにより削減

（週勤務時間100時間のケース）

（週勤務時間80時間のケース）
労働時間管理の適正化

• 時間外労働の上限規制の導入等の上限規制の導
入等を踏まえ、労働時間管理の適正化や、タスクシ
フト等を行うことにより、医師の労働時間の短縮を目
指す。
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http://2.bp.blogspot.com/-sGec_su9wSg/U7O61I-cqpI/AAAAAAAAiTk/eBb1Vbh3TRc/s800/setsumeikai_seminar.png
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○ 経営の安定化に向けて、医療法人・社会福祉法人それぞれの経営統合、運営の共同化の方策や、医
療法人と社会福祉法人の連携方策を検討する。

医療法人の取組 社会福祉法人の取組

現在の取組

・ 平成30年度から複数法人が参画するネットワー
クを構築し、法人間の連携により、合同研修や人
事交流等効率的な人材の確保・定着のための取
組を支援・推進

今後の課題、取組予定

現在の取組

今後の課題・取組予定

・ 社会福祉法人の事業の協働化・大規模化の促進
方策等について、有識者による検討会を開催し、夏
頃を目途として、一定の方向性を得る

・ 合併等の際の会計処理の明確化等を目的に、会
計専門家による検討会を開催

・ 希望する法人が、大規模化や協働化に円滑に取り
組めるよう、手引き作成等による環境整備

・ 全ての地域医療連携推進法人の関係者が一堂
に会し、取組の実態等について共有。
・ 平成26年の医療法改正により、社団医療法
人と財団医療法人との間での合併（クロス合
併）も創設。
・ 合併及び分割手続きの迅速化の観点から、必要
に応じ、医療法人部会の開催を随時行う等、適切
な対応を行うよう、都道府県に周知。

・ 地域医療連携推進法人制度の運営上の課題
を把握し、法人制度の進化に活用。
・ 医療法人の合併・事業承継の好事例等を収
集し、周知。
・ 医療法人の合併等の際に必要な経営資金の
優遇融資制度の創設を検討。
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各種国家資格等における旧姓使用の範囲拡大

○ 医師等の医療関係職種の旧姓使用については、婚姻によって姓を改めた場合、医師法等に基づき医籍等
の訂正を申請する義務が生じるが、免許証については、氏名の変更に伴う免許証の書換が義務化されてい
ないことから、旧姓の免許証を引き続き使用することが可能。

○ 医籍等が新姓に訂正された後に免許証を滅失した者に再交付を行う場合や、医師免許等取得前に婚姻に
よって姓を改めた場合には、医籍等の登録及び免許証の交付は新姓のみで行う。

従来の取扱

○ ｢女性活躍加速のための重点方針2017｣（平成29年６月６日 すべての女性が輝く社会づくり本部決
定）において、マイナンバーカードや旅券に旧姓を併記することが可能となるよう、必要な検討等を行う
こととされた趣旨等を踏まえ、医師法施行規則等を改正し、医師等の医療関係職種に係る免許証について、
旧姓併記を可能とすることとした（平成31年１月１日施行）。

○ 国が交付する医師等の医療関係職種に係る免許証については、申請書に旧姓併記の希望の有無欄及び旧
姓欄を設けるよう省令改正を行い、改正の内容を平成30年12月10日に各都道府県及び関係団体に周知を
行った。

旧姓併記を可能とするに至った背景

改正内容の周知

都道府県が交付する准看護師免許証について

○ 保健師助産師看護師法施行規則第二条(准看護師免許の申請手続)令第一条の三第二項に、准看護師免許
の申請書は、看護師免許の申請書に準ずるとされており、看護師免許証において旧姓使用が可能になった
ことに伴い、准看護師免許証についても、この取扱いが準用されるよう、都道府県に対して周知を行った。
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